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1 序論

1.1 背景
本論文では，オシロスコープなどの一般的な電圧測定器や作業者が装着して利用するウェアラブ
ルデバイスと大地間に生じる静電容量の利用によって，通信障害を引き起こす伝導電磁ノイズの対
地電圧を測定する手法を開発する．そこで本項では対象とする伝導電磁ノイズについて，その原因
や実際の障害事例，測定方法，現状の測定方法の抱える課題など，本論文の背景を説明する．

1.1.1 伝導電磁ノイズの原因や障害事例
伝導電磁ノイズとは，通信に使われるケーブルや電力を供給するためのケーブルなどの導体を伝
搬する電磁ノイズであり，このような伝導電磁ノイズが通信装置に侵入すると通信断や通信速度の
低下などの通信障害が発生する [1]．伝導電磁ノイズが生じる原因として，LED照明の点灯および
消灯動作 [2–4]，人が機器を触った際などに生じる静電気 [5–7]，鉄道の走行 [8–10]などが挙げられ
る．また，ラジオやアマチュア無線などの電波のように，意図的に放出された電波であっても想定
していないケーブルに誘起する事によって電磁ノイズとして振舞うことがある [11]．
このように様々な原因がある電磁ノイズであるが，電子回路のスイッチング動作に起因する電磁
ノイズ [12]は，そのスイッチング周波数である数十 kHzから数十MHzが，25.875 kHz から 1.104
MHzを利用する ADSL通信 [13]など一般的な有線通信に使われる周波数と重なるため通信障害の
原因となりやすい [14]．例えば，[15]では家庭で使われる掃除機のモーターのスイッチング動作に
よって電磁ノイズが発生することが報告されており，このような家電製品と共通の電源線を利用す
る通信機器にも電磁ノイズが侵入する可能性がある事が示されている．[16]では通信装置に接続さ
れるパルス幅変調やパルス周波数変調を用いた整流器のスイッチング動作によって発生する電磁ノ
イズの波形，また波形の解析結果が紹介されており，70 kHzから 150 kHzの周波数の電磁ノイズ
が継続的に生じることが報告されている．また，[17]では電気自動車の急速充電が行われる際に生
じた電磁ノイズが通信線上に 6 Vp-p の電圧として生じ，ADSL通信が断絶した事例が紹介されて
いる．この事例においては，電気自動車の急速充電器を利用していたユーザ環境だけではなく，近
隣のユーザ環境においても通信障害が生じている．なお，ADSL通信に電磁ノイズが与える影響
は，[18–21]でも報告されており，電磁ノイズの影響を受けやすい通信であると考えられる．

1.1.2 伝導電磁ノイズの測定方法
伝導電磁ノイズの測定には，電磁両立性 (Electromagnetic Compatibility : EMC) に関する規格
に適合しているかどうかを調査するための測定と通信障害などのトラブルが発生している現場での
オンサイト測定の 2種類が存在する．
装置から発生する電磁ノイズの評価を行う EMC試験のうち，伝導電磁ノイズに関するものを伝
導エミッション試験と呼ぶ．伝導エミッション試験に関する国際規格には，国際無線障害特別委
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員会 (Comité International Spécial des Perturbations Radioélectriques : CISPR)による規格である，
マルチメディア機器を対象とする CISPR 32 [22]や，家電製品を対象とする CISPR 14-1 [23]など
があり規格内で試験方法などが定められている．例えば，デスクトップ PCの電源ポートに生じる
電磁ノイズの測定は，図 1.1のような試験構成で行われる．試験対象装置 (Equipment Under Test :
EUT) であるデスクトップ PCや，周辺装置 (Associated Equipment : AE) であるモニタへの給電
は疑似電源回路網 (Artificial Mains Network : AMN) を通じて行う．AMNには，電源のインピー
ダンスを一定に管理する，電源からの電磁ノイズをフィルタリングする，EUTの電源ポートに生
じた高周波の電磁ノイズのみを測定器に伝える，といった機能があるため，EUTとつながる AMN
に接続される測定器にてデスクトップ PCの電源ポートに生じる電磁ノイズの測定を行うことが
できる．上記の例は，電源ポートに生じる電磁ノイズの測定例であるが，通信ポートに生じる電
磁ノイズの測定に関しても規格上で試験方法が決められており， 不平衡擬似回路網 (Asymmetric
Artificial Network : AAN) や，電流プローブ，容量性電圧プローブ [24, 25]を用いた測定などが行
われる．

EMC試験における伝導電磁ノイズの測定の特徴として，AMNなどの利用によって，各ポート
から見たインピーダンスが既定の値になるように測定が実施されることが挙げられる．使用する測
定器などの校正誤差や EUTなどに接続されるケーブルの取り回しなどによって，必ずしも毎回の
測定結果が同一となるわけではないが，インピーダンスが管理されることにより，基本的にはい
つ，どこの試験サイトで行っても同様の測定結果が期待できる．また，AMNには電源からの電磁
ノイズのフィルタリング機能もあるため，試験対象の EUT，もしくは EUTに繋がる AE起因の電
磁ノイズのみを測定することが可能である．
一方で，オンサイトでの電磁ノイズの測定において，電磁ノイズが伝搬する系のインピーダンス
を把握することや，電磁ノイズがどこから発生しているのかを特定することは難しい．例えば，図
1.2，図 1.3に示すような ADSLモデムに電話機とパソコンが接続されるオフィス環境を考える．
電磁ノイズは，ADSLモデムに電源を供給している電源線や，通信信号のやりとりを行うモジュ
ラージャックから侵入する．そのため，この環境においてインターネットの接続が途切れるなどの
通信障害が発生した場合，電磁ノイズ源を探索する目的で，モデムに繋がる通信線や電力線を伝搬
する電磁ノイズの測定を行うことになるが，電力線には見えない場所で別の機器が接続されている
可能性もあるため，電磁ノイズが伝搬する系全体を把握する事は難しい．さらに，電磁ノイズは図
1.4に示すよう，通信に利用される信号と同じディファレンシャルモードではなく，コモンモード
で伝搬する場合が多い．このような場合，装置やケーブルとリターンパスとなる大地や床面などの
間の静電容量なども電磁ノイズの伝搬経路の中に含まれるため，EMC試験における電磁ノイズ測
定のように系全体のインピーダンスを把握することはできない．
オンサイトで電磁ノイズ測定を行う場合，装置への通電や通信を途切れさせることなく測定を実
施できる事が望ましい．そのため，ケーブルの被覆上から電流プローブをクランプして測定できる
電磁ノイズの電流測定が行われるが，ノイズが伝搬する経路中のインピーダンスが不明であるた
め，電流のみの測定では測定したノイズのレベルが大きいのか，それとも小さいのか判断すること
が難しい．このような場合，容量性電圧プローブを利用した電磁ノイズの対地電圧測定を同時に実
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施することが効果的である．容量性電圧プローブは，図 1.5のような構成であり，ケーブルの芯線
と，内側の円筒型電極間を静電容量によって接続することで，ケーブルの芯線に接触することな
く，被覆上からケーブルに生じている電磁ノイズの対地電圧の測定を可能とする技術である．な
お，容量性電圧プローブは EMC試験にも利用されるプローブであり，伝導電磁ノイズの到来方向
特定システムの研究 [26]や障害現場での電磁ノイズ測定のための専用測定器 [27]などに幅広く利
用・応用されている技術である．このように系全体のインピーダンスの把握が難しいオンサイト環
境においても，電磁ノイズの電流や対地電圧を測定する事で電磁ノイズの発生源の特定および交換
や適切なノイズフィルタの挿入などの対策を行い，通信障害のトラブル解消が行われている．

AMN

AE
(Monitor)

EUT
(Desktop PC)

to Power outlet

To EMC receiver 

Power cable

Monitor cable

図 1.1 デスクトップ PCの電源ポートに生じる電磁ノイズの測定の様子
（PCおよびモニタの背面からみた様子）
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to Modular jack

to Power outlet

Power cable

ADSL modem

Telephone

PC

LAN cable

Modular cable

図 1.2 ADSLが利用されるオフィス環境の例

ADSL modem

Telephone

PC

図 1.3 ADSLが利用されるオフィス環境の例（写真）
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Noise sources
(Red: Common mode, Blue: Differential mode)

Signal source

図 1.4 電磁ノイズの伝搬モード

to Voltage detecting circuit
Outer electrode

Cable

Inner electrode

図 1.5 容量性電圧プローブ

7



1.1.3 現状の測定方法の課題
電磁ノイズの電流の測定において測定器を接地することは必須ではないが，対地電圧を測定する
場合には測定器を接地し基準電位を得ることが必要となる．一般に EMC試験は電波暗室やシール
ドルームのような専用の実験設備にて行われる．そのため，電磁ノイズの対地電圧を測定する上で
基準電位となるシールドルーム床面などの大きな導体面と，測定器のグラウンドを接続することが
容易である．一方で，日本など電源差込口に必ずしも接地極が備えられていない国や地域では，オ
ンサイトでの測定において測定器を簡単に接地できるとは限らない．このような場合，測定器の接
地を取るために，長いケーブルを測定器のグラウンドに装着し離れた位置の接地極に接続する，も
しくは大地に対して接地棒と呼ばれる導体の棒を打ち込み，この棒に測定器のグラウンドをケーブ
ルで接続することになる．長いケーブルは抵抗やインダクタンス成分を持つため，測定結果に共振
などの影響が生じる可能性がある．また，長いケーブルを用意することや接地棒を大地へ打ち込む
作業は，作業者にとって重い負担となる．このように現状の電磁ノイズの対地電圧の測定方法は，
EMC試験を実施するような実験室環境や接地が簡単に取れるオンサイトの測定環境において十分
に利用可能である一方，接地が取りにくいオンサイト環境下での利用に課題がある．
仮に測定器の接地を取らずに電磁ノイズの対地電圧を測定する場合，測定器のグラウンドと伝導
電磁ノイズのリターンパスとなる床の金属パネルやコンクリートと測定器のグラウンドの間には，
図 1.6のように静電容量 (Cm)が生じる．そのため，測定される電圧は分圧されて小さくなってし
まう．この時，例えば導体板の上に薄い塗料が塗られている床環境のように静電容量が大きい場
合，測定される電圧は電磁ノイズの対地電圧と近い値となるが，コンクリート製の床の上に厚い木
材板が敷かれている床環境のような静電容量が小さい場合に測定される電圧は，電磁ノイズの対地
電圧と乖離した値となる．そして，静電容量の大小は見た目ではわからないため，非接地での測定
値を信用することはできない．なお，図 1.6中のノイズ源のモデルは，[28]のノイズ源のモデルに
おけるコモンモード部を参考とした．このように，非接地の測定器を利用して実施した場合の測定
値は，測定器のグラウンドと大地間の静電容量が不明のため参考とすることができない．
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V

Noise path

Voltage measurement equipment

Capacitance Cm

図 1.6 非接地の測定器と大地間に生じる静電容量
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1.2 大地との間に生じる静電容量の利用事例や影響評価の先行研究
本項では，大地との間に生じる静電容量の利用事例や研究事例などについて，一般的な整理を
行う．
大地との間に生じる静電容量を利用する事例の一つとして，補助電極を利用しない接地抵抗値の
測定が挙げられる [29, 30]．これは信号や直流給電の基準電位の確保や電力保安などの観点から必
要となる接地において，その接地抵抗を簡便に測定するための測定手法である．一般的な接地抵抗
値の測定は，電位降下法 [31–34]と呼ばれるものであり，接地電極に加え 2つの補助電極を大地に
打ち込むことが必要である．しかし，アスファルトによって舗装された場所においては，電極を地
面に打ち込むことが難しい場合がある．そのため，[29, 30]では，20 mの長い被覆ケーブルをアス
ファルトの上に設置し，このケーブルと接地電極間のインピーダンスを測定することで接地抵抗値
を測定している．これは，被覆ケーブルと大地間が静電容量で結合することを利用した手法であ
り，アスファルトに補助電極を打ち込む作業を不要とすることができる．
また，太陽光発電モジュールの接続不良を，大地とモジュール間の静電容量の変化から検出する
手法の研究が行われている [35, 36]．これらの研究は，複数のモジュールが連結された太陽光発電
システムにおいて接続不良があった場合に，連結されたモジュールと大地間に生じる静電容量が変
化することを利用している．接続不良がある箇所によって，この静電容量の変化が異なることを利
用し，接続不良箇所の特定ができることを実験的に示している．
以上の研究は，地面としての大地との間に生じる静電容量に関する研究であるが，安定した大
地面として導電体の板を床面に設置し，床面との間の静電容量を利用する研究もおこなわれてい
る．例えば，人体と床面の間の静電容量を利用し人体をトラッキングする技術の研究も行われてい
る [37–40]．[37]は，高齢者が自宅で自立して生活するための補助などを目的とした TileTrackとい
うシステムの開発についての報告であり，60 × 60 cmの 9つのタイルの上に立つ，もしくは歩く
被験者の位置を，それぞれのパネルと人体との間の静電容量を利用することで，高精度に特定でき
ることを実験的に示している．
大地との間に生じる静電容量を利用する研究ではなく，この静電容量の影響を評価する研究も存
在する．人体の生体インピーダンスを測定する際に，人体と大地として振舞う床面との間に生じる
静電容量によって測定結果が影響を受けることが [41–43]では報告されている．[41]では，4つの
電極を人体に接触させることで行う，生体インピーダンスの測定において，人体と床面との間に生
じる静電容量によって測定結果が影響を受ける事を実験的に示している．
また，大地や床面との間に生じる静電容量の値を評価した研究も存在する．例として，人体通信
と呼ばれる，人体を高周波信号の伝搬経路の一部として利用し，通信する技術 [44]における送受信
機と大地間の静電容量を評価した研究を挙げる [45]．人体通信には，個人が身に着けたウェアラブ
ル機器間での通信 [46–48]や，複数ユーザが身に着けたウェアラブル機器間での通信 [49, 50]，ユー
ザが身に着けたウェアラブル機器と外部の据置型機器との間の通信 [51–53]など複数の形態が存在
するが，これらの通信形態に共通している点としてウェアラブルな送受信機を利用することが挙げ
られる．[45]は，このウェアラブルな送受信機と大地面の間の静電容量を，通信に利用する信号の
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減衰特性から導出している研究であり，直接計測することが難しい 1 pF以下の大きさの大地との
間の静電容量を間接的に求める手法を提案している．
上記の例は小型のデバイスと大地間の静電容量の評価を行った研究であるが，人体と大地間に生
じる静電容量の評価を行う研究も存在する．このような研究の多くは，感電による人体への危険を
防ぐ目的，人体を守るための適切な基準を定める目的，人間がデバイスを触ったときにデバイスに
生じる静電気の大きさに関わる人体電位の評価の目的で行われている．[54]では，床材や靴の材質
などの条件を変化させながら人体と大地間に生じる静電容量を計測しており，リノリウム製の床材
の上に靴を履いた被験者が立っている場合に人体と大地間に生じる静電容量は，160 pFから 270
pF程度であることなど，具体的な数値が報告されている．また，[55]では，数値計算によって人体
と大地間に生じる静電容量の評価を行っており，170 cmの高さの人体と大地間の静電容量は厚さ
10 mmの靴を履いている場合には 120 pFから 130 pF，十分に床面から人体が離れている場合には
60 pF程度であると報告されている．さらに，[56]では，12 人の様々な体型の被験者に対して，靴
を履き座った状態における人体と床面間の静電容量の測定を行っている．足を床についた場合には
110 pFから 180 pF程度の静電容量が，足を床から 100 mm程度浮かした場合は 70 pFから 110 pF
程度の静電容量が人体と床面間に生じることが報告されている．
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1.3 本論文の目的
これまで電磁ノイズの対地電圧を測定するために，容量性電圧プローブの開発などが行われてき
たが，正確な測定のためには測定器の接地が必須であった．測定器の接地が取りにくいオンサイト
環境下においては，接地作業は作業者にとって負担が大きい作業となる場合もある．また，非接地
で測定された対地電圧は，測定器と大地間の静電容量が不明であるため，信頼できる測定結果とは
ならない．
そこで本研究では，測定器と大地間に生じる静電容量の見積もりを行うことで，非接地でも電磁
ノイズの対地電圧を測定できる手法の提案とその手法の検証を行うことを目的とする．5 Vの振幅
の電磁ノイズを 3.75 Vから 6.67 Vの振幅として測定する事を目指し，本論文での目標測定精度は
2.5 dBとする．また，対象とする周波数帯は，電磁ノイズによって通信断が生じることが報告され
ている ADSL通信に利用される帯域，25.875 kHzから 1.104 MHzとする．
本研究で想定するオンサイト環境は，大地もしくは大地として振舞うコンクリートや鉄筋などの
上に，カーペットや床材などが敷かれた環境であり，接地が取りづらい環境である．そのため，測
定器と大地間の静電容量を見積もる場合においても，大地に対して非接触で見積もりを実施する必
要があり，プローブの接触が必要なテスターやインピーダンスアナライザを利用することはできな
い．静電容量の大きさは電磁界解析によって見積もることが可能であるが，床材の厚みや比誘電率
などを知る必要があるため，どこで発生するかわからない通信障害の現場で電磁界解析によって静
電容量を見積もることは難しい．そこで本論文では，床面に対して平行となる電極を具備したデバ
イスによる静電容量の見積もり手法の検討を行う．この手法は電極と床面が形成する静電容量に
よって，デバイスと大地を接続するため物理的な接触が不要となるメリットがある．これにより，
オシロスコープなどの測定器を用いて電磁ノイズの対地電圧測定を非接地で行う事が可能になる．
なお，本論文では実際の大地だけではなくノイズのリターンパスとして振舞う鉄筋やコンクリート
などを含め大地と呼称する．
また，電磁ノイズの測定を行う作業者が上記のデバイスを応用した靴状のウェアラブルデバイス
を装着し，電磁ノイズが伝搬しているケーブルを被覆上から握ることで，電磁ノイズの対地電圧を
測定する手法について提案・検証を行う．これはウェアラブルデバイスが大地との間に形成する静
電容量に加え，人体がケーブルを握った時に生じる人体とケーブル間の静電容量も利用する手法で
あり，作業者がオシロスコープなどの測定器を持ち歩く必要がなくなるため，さらなる作業者の負
担軽減につながる測定手法である．
本論文は以下のように 5章で構成される．

第 1章 研究の背景となる伝導電磁ノイズについて，またその測定手法，現状の測定手法の課題につ
いて説明を行い，大地との間に生じる静電容量を利用もしくは測定する先行研究事例についてまと
める．また，研究の目的と本論文全体の構成について述べる．

第 2章 大地と測定器の間に生じる静電容量を，床面に対して平行となる電極を具備したデバイスを
用いて見積もる手法について提案を行い，電磁ノイズを模した正弦波や矩形波の測定によって，手
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法の妥当性を示す．
第 3章 第 2章で提案した手法をベースとし，事前のキャリブレーション作業を行うことでより高い
精度で静電容量の見積もりを実施する手法の提案を行い，検証を行う．

第 4章 作業者が靴状のウェアラブルデバイスを装着し，ケーブルを握ることで電磁ノイズの対地電
圧を測定する手法について，提案・検証を行う．また，試作したウェアラブルデバイスの詳細につ
いて説明する．

第 5章 本論文のまとめを行う章であり，研究によって得られた知見を整理して報告する．また，今
後の研究課題について述べる．
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2 静電容量の見積もり手法および非接地での電磁ノイズ測定手法

2.1 はじめに
本章では，通信機器が設置される電気通信事業者などが所有する通信機械室や企業や大学が所有
する典型的なオフィス環境において，電磁ノイズのリターンパスとなるような大地とオシロスコー
プなどの測定器との間に生じる静電容量を，電極間や電極と大地間を平行平板コンデンサモデルと
して捉える事によって見積もる手法について説明する．この手法は大地にプローブを接触させるこ
となく静電容量を測定する事を可能にするため，接地を行うことが困難なオンサイト環境において
有用な測定手法である．
さらに，提案手法によって見積もった静電容量を用いて，非接地で測定した電磁ノイズの大きさ
や波形を測定器を接地して測定した場合の測定結果に補正できるかどうか床面全面が銅板で構成さ
れるシールドルームにて実験的に検証した結果について報告する．利用する測定器の入力インピー
ダンスや電磁ノイズを模した信号を発生するためのシグナルジェネレータの出力インピーダンス
は，メーカーが公開しているデータシートに記載があり，その他実験に利用する抵抗などの大きさ
も既知である．そのため，正確な補正を行うことができるのであれば静電容量の見積もりも正確と
考えることができる．
なお，本章では電磁ノイズの対地電圧のうち一線対地電圧を測定対象とする．一線対地電圧は二
線を利用する電気回路において，その片方の線と大地間の電圧を指す [57]．オンサイトでの電磁ノ
イズの測定では，電磁ノイズの電圧だけでなく信号の電圧も含めて測定することになるため，二線
それぞれの一線対地電圧の平均を求めることで，測定結果に対する信号の影響を排除する場合も
ある．
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2.2 床を構成する構造物や大地のインピーダンス
本章で提案する静電容量の見積もり手法は，床面の上に置かれるデバイスの電極と大地間を電気
的に接続し，信号のループを形成させることが必要となる手法である．この手法が成立するのは，
建物の床を構成する構造物が電磁ノイズの周波数帯域と近い帯域で導電体として振る舞う場合に
限る．
建物の床を構成する構造物の電気的特性に関しては，[58, 59]のような調査が行われている．[58]
では，LCRメータを利用したセメント系材料の電気特性の測定について報告されており，配合や
含水率が異なるいくつかの条件でセメントペースト，モルタル，コンクリート製の直径 100 mm，
高さ 200 mmの円柱底面間の周波数特性を調査している．その結果，どの条件，どの材料でも 100
Hz以下の周波数では 10000 Ω·m以上あった電気抵抗率が，10 kHz以上の周波数においては 1000
Ω·m以下になると示されている．電気抵抗率は周波数が上がるにつれてさらに小さくなり，例え
ば含水率が 7 %を超えるモルタルやセメントペーストでは，5 MHzにおいて 20 Ω·m以下の値と
報告されている．
本論文はオフィスなど建物内の環境を想定しているため，一般的な意味での大地上での利用は対
象外であるが，土壌の電気的特性に関しても複数の研究報告がなされている [60–62]．例えば [60]
では，31か所の土壌の電気抵抗率の周波数特性を調査している．その結果，どの土壌においても
高周波帯では電気抵抗率が低いことが示されている．31か所の土壌の電気抵抗率は，低周帯では
60 Ω·mから 9100 Ω·mと幅広いが，高周波帯ではどの土壌においても，1000 Ω·m程度以下の電
気抵抗率に収束する．

[63]によると，銅の電気抵抗率は 1.7× 10−8Ω·m，炭素の電気抵抗率は 1.0× 10−7Ω·m～1.0
× 105Ω·m程度である．つまり構造物や土壌の電気抵抗率は銅のような金属よりは大きいが，炭
素と同程度の値であるため導電体として振る舞うと考えられる．そのため，ある程度の面積を持つ
電極を床の上に設置すると，電極と構造物との間に静電結合が形成されると考えられる．
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2.3 静電容量の見積もり手法および電圧補正手法
本項では，非接地の測定器と大地間に生じる静電容量を見積もり，見積もり結果を利用して電磁
ノイズの対地電圧を補正する手法について説明する．

2.3.1 測定器と大地間に生じる静電容量を利用した電磁ノイズ対地電圧の補正
電磁ノイズの対地電圧を非接地の測定器で測定する様子を簡易的な等価回路として図 2.1に示
す．電磁ノイズの対地電圧測定が不正確になる理由は，図中に Cm として示した測定器と大地間の
静電容量である．測定したい電磁ノイズの対地電圧 Vn は，式 (2.1)で表す事ができる．

Vn = Vm

1 +
1

jωnCm

1
Zm

 (2.1)

ここで，Vm は，非接地の測定器で測定された電圧，ωn は測定する電磁ノイズの角周波数，Zm は
測定器の入力インピーダンスである．
図 2.1では電磁ノイズの経路中の負荷インピーダンス Zuが示されているが，式 (2.1)では省略さ
れている．これは，一般的に電磁ノイズの経路中の負荷インピーダンスは測定器の入力インピーダ
ンス Zm よりも小さいためである．
測定器のグラウンドと大地間の静電容量を平行平板コンデンサモデルで考えるため，測定器を面
積 Sm の導体板の上に設置し，測定器のグラウンドを導体板に接続する．導体板と大地間に形成さ
れる電気力線が導体板と垂直な方向にのみ形成され，エッジ効果の影響が小さいという前提のも
と，測定器のグラウンドと大地間の静電容量 Cm は以下の通り表される．

Cm =
ε0Sm

δ
(2.2)

δ =
N∑

k=1

dgk

εxk
(2.3)

ここで，ε0 は電気定数，dgk，εxk は大地までの間に存在する誘電体層の厚みと比誘電率，N は誘
電体層の数である．図 2.2に測定器と大地の関係を示す．
式 (2.2),式 (2.3)よりパラメータ δ から測定器のグラウンドと大地間の静電容量 Cm を計算でき
る．静電容量 Cm を求めることで，式 (2.1)より非接地での測定電圧 Vm から求めたい電磁ノイズ
の対地電圧 Vn を求めることができる．
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図 2.1 非接地の測定器と大地間に生じる静電容量
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図 2.2 測定器と大地の関係
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2.3.2 パラメータ δの見積もり手法
測定器のグラウンドと大地間の静電容量を求めるため，図 2.3，図 2.4に示したデバイスを利用
する．図 2.3に示したように，このデバイスは 1枚の上部電極，2枚の下部電極，電極間が接触し
ないためのスペーサ，発振回路，電圧測定回路から構成される．2枚の大地と向き合う下部電極を
利用する理由は，それぞれを大地との間で電気的に結合させ大地を含む回路を構成し，結合を評価
するためである．また，周囲の金属筐体など大地以外の導体と下部電極が結合し，大地との間の結
合の評価を不正確になることを防ぐ，シールドとしての役割を上部電極が果たす．
上部電極のシールド効果を確認するために，銅板およびシグナルジェネレータ，抵抗を用いて図

2.3のように上部電極がある構成と，図 2.5のように上部電極がない構成を用意した．上部に手を
翳したところ，図 2.5の構成では測定される電圧 VR が変化したが，図 2.3では電圧 VR が変化しな
かった．この結果から，上部電極のシールド効果が確認された．
電極と大地間の関係を平行平板コンデンサモデルとして扱うと，片方の下部電極と大地間の静電
容量 Cx，もう片方の下部電極と大地間の静電容量 Cy，上部電極と大地間の静電容量 Cz は，式
(2.3)に示したパラメータ δを用いてそれぞれ以下の通り表される．

Cx =
ε0S1

δ
(2.4)

Cy =
ε0S2

δ
(2.5)

Cz =
ε0 (S3 − S1 − S2)

d

εr
+ δ

(2.6)

ここで，S1，S2 は下部電極の面積，S3 は上部電極の面積，dは上部電極と下部電極間の距離，εr

は電極間が接触を防ぐスペーサの比誘電率である．また，上部電極と下部電極間の静電容量 C1，
C2 は以下のように表される．

C1 = ε0εr

S1

d
(2.7)

C2 = ε0εr

S2

d
(2.8)

図 2.3の発振回路から角周波数 ω，電圧 Voutputの信号を出力した時に，電圧測定回路で測定される
電圧 VR は Cx，Cy，Cz および C1，C2 を用いて以下のように表される．

VR = Voutput

α

α +
1

jωCx

β

β +
1

jωCy

γ

γ + Rout
(2.9)
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ここで，Rout は発振回路の出力インピーダンスである．なお，式 (2.9)において，α，β，γ は以下
の通りである．

α =
R

1
jωC1

R +
1

jωC1

(2.10)

β =

1
jωCz

α +
1

jωCx


1

jωCz
+ α +

1
jωCx

(2.11)

γ =

1
jωC2

β +
1

jωCy


1

jωC2
+ β +

1
jωCy

(2.12)

ここで，Rは電圧測定回路の入力抵抗である．Cx，Cy，Cz は式 (2.4)，式 (2.5)，式 (2.6)より，ひ
とつのパラメータ δ で表すことが可能であるため，式 (2.9)の右辺において，δ だけが未知のパラ
メータとなる．そのため，δ をパラメータとしたパラメトリック解析を回路シミュレータにて行
い，測定現場で測定された電圧 VR と解析によって求めた電圧 VR を一致させるパラメータ δ を求
めることができる．
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図 2.3 静電容量導出に用いるデバイス（外観）
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図 2.4 静電容量導出に用いるデバイス（等価回路）
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図 2.5 下部電極のみによる構成
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2.4 提案手法の実験および回路解析による検証
本項では，前項で説明した測定器のグラウンドと大地間の静電容量の導出手法について，実験お
よび回路解析によって検証する．さらに，導出した対地容量を用いた電磁ノイズの対地電圧の補正
手法について，非接地のオシロスコープを利用し実験的に検証する．なお，実験は床，壁，天井が
銅板で構成されるシールドルーム内で実施した．

2.4.1 測定器のグラウンドと大地間の静電容量の導出
図 2.6に示した実験系にて，測定器のグラウンドと大地間の静電容量を求めるためのパラメータ

δ の導出を行う．パラメータ δ を求めるためのデバイスの発振回路は電池駆動のシグナルジェネ
レータで，電圧測定回路はオシロスコープ (Tektronix社，MDO4104C [64])に接続されるディファ
レンシャルプローブ (Tektronix社，TDP1500 [65])で構成した．シグナルジェネレータに電池駆動
の製品を選択し，オシロスコープに接続するプローブを一般的なパッシブプローブにせず，ディ
ファレンシャルプローブにした理由は，これらの回路が商用電源や測定器の筐体に繋がり，大地と
の間に想定していない静電容量を形成することを防ぐためである．シグナルジェネレータの出力イ
ンピーダンスは 50 Ω，電圧測定回路の入力インピーダンスは，9.5 kΩ/1 pFである．電圧測定回路
の入力インピーダンスが上記の値となった理由は，入力インピーダンス 200 kΩ/1 pFのディファレ
ンシャルプローブと並列に 10 kΩの抵抗を接続することで電圧測定回路を構成したためである．
上部電極および下部電極は厚さ 1 mmの銅板で構成した．提案手法で利用するパラメータ δを求
めるためのデバイスは，オンサイトでの電磁ノイズ測定に利用するため持ち運びが可能なサイズで
ある必要がある．そこで，測定に利用されるオシロスコープなどと同程度の大きさである，250 ×
120 mmを上部電極のサイズとした．また，電極間を隔てるスペーサは比誘電率が約 4のアクリル
板とした．この時，上部電極と下部電極間の距離および下部電極のサイズについて回路解析を用い
て設計を行う．
図 2.7に回路解析で利用する回路図を示す．また，表 2.1に回路解析における各種パラメータを
示す．なお，上部電極と下部電極間の距離をパラメータとする場合は下部電極間の距離を 50 mm
と固定し，下部電極間の距離をパラメータとする場合は上部電極と下部電極間の距離を 10 mmと
固定した．電圧測定回路で測定される電圧 VR について，解析結果を図 2.8，図 2.9に示す．この結
果から，下部電極と上部電極間の距離を大きくした場合に電圧 VR は大きくなること，下部電極間
の距離を大きくした場合に電圧 VR は小さくなることが明らかになった．電圧 VR が大きくなれば，
S/N比が改善し測定精度が上がると考えられるため，下部電極と上部電極間の距離を大きくし，下
部電極間の距離を小さくすることが望ましい．一方で，下部電極と上部電極間の距離を大きくする
ことにより，上部電極のシールドとしての効果が低下し，デバイスが大型になる．また，下部電極
間の距離が小さくなると，図 2.7では考慮していない下部電極間に生じる静電容量が，測定に影響
を与えてしまう可能性が生じる．そこで，本検討では，上部電極と下部電極間の距離は 10 mmと
し，下部電極間の距離は 50 mmとした．
上部電極と下部電極間の距離，下部電極のサイズが電圧 VR に与える影響についての上記検討に
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おいて，上部電極のサイズは 250 × 120 mmと固定した．上部電極のサイズを小さくした場合，電
極と大地間の静電容量が小さくなるため電圧 VR も小さくなり，S/N比が劣化すると考えられる．
そこで，電極サイズを変更した場合，電圧 VR がどれくらい小さくなるか，具体的な値を回路解析
を用いて導出する．図 2.7に示した回路，表 2.1に示したパラメータにおいて，上部電極と下部電
極間の距離を 10 mm，下部電極間の距離を 50 mmと固定し，電極形状を変化させず，電極サイズ
のみを変更し回路解析を行う．電極サイズを変更しない場合，1/4とする場合，1/9とする場合，
1/25とする場合，1/100とする場合の 5通りについて電圧 VR を導出した．解析結果を図 2.10に示
す．この結果から，電極サイズを 1/9以下としてしまうと，電極サイズを変更しない場合に比べ，
電圧 VR が 1 MHzにおいて半分以下となってしまうことが明らかになった．
図 2.11に示すように，シールドルームの床から，10 mm厚のアクリル板を 10 mm，30 mm， 50

mm，70 mm，90 mmの高さに積み重ね，その上にデバイスを設置した．シグナルジェネレータか
ら 10 kHzから 5 MHzまでの 5 Vp-p の正弦波を出力し，オシロスコープで電圧を測定した．実際
の障害現場において，床材の種類や厚みは場所によって異なるため，測定器やデバイスと大地間の
静電容量は一定ではない．測定結果に影響を与える支配的な要因は，この静電容量と考えられるた
め，アクリル板を複数枚積み重ねる事で実際の環境を模擬している．図 2.12に測定結果を示す．
この結果から，測定される電圧 VR は積み重ねられるアクリル板が薄いほど大きく，厚いほど小さ
くなることが明らかになった．
図 2.12の測定結果からパラメータ δを求めるため，図 2.7の通り回路解析を行った．表 2.2に回
路解析における各種パラメータを示す．実験で得られた電圧 VR の周波数特性と回路解析によって
得られた電圧 VR の周波数特性は一致しない．これは，図 2.7では 2つの下部電極間の静電容量を
モデリングしていないことが原因として考えられる．そこで，回路解析で導出した電圧 VR と実験
で得られた電圧 VR の差の二乗和が最も小さくなるパラメータ δを採用する．結果を表 2.3に示す．
また，それぞれのアクリル板の厚みについて，実験結果とパラメータ δを用いた解析結果の比較を
図 2.13～図 2.17に示す．
次に，求めたパラメータ δ を用いて測定器のグラウンドと大地間の静電容量 Cm を式 (2.2)より
求める．今回の検討では，測定器を設置する導体板は厚み 1 mm，大きさ 400 × 200 mmの銅板
とする．10 mm，30 mm， 50 mm，70 mm，90 mmの高さにアクリル板を用いて浮かせた銅板と
シールドルーム床面間の静電容量について，パラメータ δを用いて求めた結果インピーダンスアナ
ライザ (Keysight Technologies社，4294A [66])を用いて測定した結果を表 2.4に示す．なお，表 2.4
に示したインピーダンスアナライザでの測定結果は，図 2.18に示した 1 kHzから 10 MHzまでの
周波数帯域での測定結果から求めた値である．インピーダンスアナライザでの測定結果と提案手法
での測定結果の間には，最大で 25 %の差が生じている．提案手法を用いて静電容量 Cm を求める
際，アクリル板の比誘電率が周波数によらず一定である事を前提としていたこと，電極と大地の距
離が増加するに従って平行平板コンデンサモデルによる電極と大地の関係の模擬が不正確になるこ
と，図 2.7に示した等価回路モデルでは省略している 2つの下部電極間の静電容量が影響している
こと，などが理由として考えられる．また，インピーダンスアナライザでの測定においても，本来
は回路素子のインピーダンスを測定するためのプローブを，シールドルーム床面と最大で 90 mm
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離れている銅板間に適用しているため測定誤差が生じている可能性が考えられる．

Battery powered signal generator

Oscilloscope

Differential probe

Shield room floor

図 2.6 静電容量の導出のための実験系

R

VR
Voutput Rout

C1 C2

Cx
Cy

Cz

Rm

Cm

図 2.7 回路解析の回路図
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表 2.1 回路解析に利用する諸元
Voltage measurement circuit R 10 kW

Rm 200 kW

Cm 1 pF

Oscillation circuit Voutput 5 Vp-p

Rout 50 W

f (=w/2p)

10 kHz, 20 kHz, 50 kHz,

100 kHz, 200 kHz, 500 kHz,

1 MHz, 2 MHz, 5 MHz

Spacer d
10 mm, 20 mm, 30 mm, 

40 mm, 50mm

er 4

Electrode S1 (250 - x)/2 × 120 mm

S2 (250 - x)/2 × 120 mm

S3 250 × 120 mm

x
10mm, 30 mm, 50 mm, 70 mm, 

90 mm, 110 mm

Distance between lower 

electrodes and ground plane
dg 10 mm

Electric constant e0 8.85 × 10-12 Fm-1
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図 2.8 上部電極と下部電極間距離をパラメータとした場合の電圧 VR
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図 2.9 下部電極間距離をパラメータとした場合の電圧 VR
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図 2.10 電極サイズを変更した場合の電圧 VR
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図 2.11 下部電極とシールドルーム床面間のアクリル板の厚み
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図 2.12 それぞれのアクリル板の厚みにおける測定結果
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表 2.2 回路解析に利用する諸元

Voltage measurement circuit R 10 kW

Rm 200 kW

Cm 1 pF

Oscillation circuit Voutput 5 Vp-p

Rout 50 W

f (=w/2p)
10 kHz, 20 kHz, 50 kHz,

100 kHz, 200 kHz, 500 kHz,
1 MHz, 2 MHz, 5 MHz

Spacer d 10 mm

er 4

Electrode S1 100 × 120 mm

S2 100 × 120 mm

S3 250 × 120 mm

parameter d 0.003 - 0.03 m (0.001 m step)

Electric constant e0 8.85 × 10-12 Fm-1

表 2.3 それぞれのアクリル板の厚みにおけるパラメータ δ

Spacer [mm] d [m]
10 3.9 × 10-3

30 9.4 × 10-3

50 12.2 × 10-3

70 13.6 × 10-3

90 14.4 × 10-3
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図 2.13 実験と回路解析の結果の比較（アクリル板の厚み: 10 mm）
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図 2.14 実験と回路解析の結果の比較（アクリル板の厚み: 30 mm）
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図 2.15 実験と回路解析の結果の比較（アクリル板の厚み: 50 mm）
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図 2.16 実験と回路解析の結果の比較（アクリル板の厚み: 70 mm）
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図 2.17 実験と回路解析の結果の比較（アクリル板の厚み: 90 mm）

表 2.4 提案手法によって求めた静電容量 Cm およびインピーダンスアナライザで測定した静電容量 Cm

Spacer [mm]
Cm [pF]

Impedance analyzer Proposed method

10 225 182

30 87.5 75.4

50 60.5 58.1

70 48.1 52.1

90 41.9 49.2
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図 2.18 インピーダンスアナライザによる静電容量 Cm の測定結果

2.4.2 提案手法によって求めた静電容量 Cm を用いた電磁ノイズの対地電圧の見積もり
前項で導出した静電容量 Cm を用いて電磁ノイズの対地電圧を非接地で見積もることができる
か，図 2.19の環境で検証を行った．図 2.19の環境を構築する際は，電磁ノイズの測定機器に関す
る国際規格 [57]における，容量性電圧プローブの校正方法に関する記載を参考とした． 電磁ノイ
ズを模擬した信号をシグナルジェネレータ (Keysight Technologies社，33600A [67])から同軸ケー
ブルに印加する．なお，シグナルジェネレータは出力インピーダンス 50 Ωの定電圧源として利用
した．印加する信号の電圧，周波数に関する具体的なパラメータは，各検証における説明に記載す
る．同軸ケーブルは T型コネクタに接続され，コネクタの一端は 50 Ωで終端され，もう一方は
同軸ケーブルでオシロスコープ (Tektronix社，TDS3012C [68])に接続される．この時，オシロス
コープに接続される同軸ケーブルは，オシロスコープの直前で外導体が 20 mm程度除去されてい
る．これは，オシロスコープのグラウンドが同軸ケーブルの外導体を経由して，シグナルジェネ
レータのグラウンド，またシグナルジェネレータのグラウンドが接続されるシールドルーム床面と
導通する事を避けるためである．実際の電磁ノイズの測定環境において，ノイズ源の等価的な出力
インピーダンスは不明である．一方で，測定したい電圧は，通信機器に接続されるケーブル上に生
じている対地電圧であり，対地電圧が生じる等価的な負荷インピーダンスはケーブルが接続される
通信機器のポートと大地間のインピーダンスであるため，一般的に測定器のインピーダンスよりも
小さいと考えられる．そのため，本項で行う評価においてノイズ源の等価的な出力インピーダンス
に相当するシグナルジェネレータの出力インピーダンスは任意であり，ケーブルが接続される通信
機器のポートと大地間のインピーダンスに相当する終端抵抗は，十分に小さい値であれば 50 Ωで
なくても構わない．オシロスコープは，400 × 200 mmの銅板の上に置かれ，オシロスコープのグ
ラウンドと銅板は接続される．なお，本検証で使用したオシロスコープの入力インピーダンスは 1
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MΩ/13 pFである．本検証の様子を図 2.20に等価回路として示す．
提案手法によって対地電圧の大きさが補正できるかどうかを検証する．シグナルジェネレータか
ら正弦波を出力した際に，オシロスコープにて測定される電圧 Vm に対して，式 (2.1)を適用する．
本検証において，正弦波を利用する理由は，測定器とグラウンド間の静電容量によって影響を受け
る電圧 Vm の周波数特性を調査するためである．パルス雑音など過渡的に発生する電磁ノイズも通
信障害の原因となるが，短時間に発生する電磁ノイズが測定できるかどうかは，電圧測定回路のサ
ンプリングレートによって決まると考えられるため，本検証では正弦波によって手法の有効範囲の
議論を行う．なお，静電容量 Cm は，表 2.4に示した値を利用した．シグナルジェネレータから周
波数 1 kHz～5 MHz，電圧 1 Vp-pの正弦波を出力した際，非接地のオシロスコープで測定される電
圧 Vm および提案手法によって補正された電圧 Vn と，接地された測定器による測定電圧 VG との
比 Vm/VG，Vn/VG を，それぞれのアクリル板の厚みについて整理した結果を図 2.21～図 2.25に示
す．また，代表的な周波数として選んだ 1 kHz，10 kHz，100 kHz，1 MHzについて整理した結果
を図 2.26～図 2.29に示す．
周波数，アクリル板の厚みに関わらず，提案手法によって補正された電圧 Vn は，測定器を接地
した場合の測定結果 VG と 2 dB以下の誤差であるため，非接地の測定器によって測定された不正
確な測定結果が，提案手法によって補正できることが明らかになった．それぞれのアクリル板の厚
みにおける誤差の平均は，表 2.5に示すように 10 mmの場合 0.12 dB，30 mmの場合 0.35 dB, 50
mmの場合 0.29 dB，70 mmの場合 0.30 dB，90 mmの場合 0.51 dBである．一方で，10 kHz未満
の帯域を除く周波数帯域においては，アクリル板の厚みが増すに従い，補正後の誤差が大きくなる
傾向が生じている．これは，電極と大地間の距離が離れるにつれ，平行平板コンデンサモデルが現
象を正確に模擬できなくなることが原因と考えられる．今回の検証では，図 2.20に示した出力イ
ンピーダンス 50 Ω，終端抵抗 50 Ωがノイズの伝搬パス中のインピーダンスである．実際の測定環
境においては，伝搬パスのインピーダンスは不明であるが，一般的な測定器の入力インピーダンス
は 1 MΩ程度あり，それに比べれば伝搬パス中のインピーダンスは小さいと考えられる．そのた
め，実際の測定環境においても，提案手法は有効であると考えられる．
次に，電磁ノイズの波形を提案手法によって補正可能かどうかを検証する．先に述べた検証にお
いては，シグナルジェネレータから正弦波を印加していたため，測定器と大地間に形成される静電
容量によって，振幅が変化したが，波形は変化しなかった．そこで，測定器とグラウンド間の静電
容量によってサグが生じるため波形の変化を確認しやすい，矩形波をシグナルジェネレータから印
加し検証を行う．
シグナルジェネレータから，周波数 20 kHz，振幅 1 Vp-p，パルス幅 25 µs，立ち上がり/立ち下り
時間 10 µsの矩形波を印加する．50 mm厚のアクリル板の上に銅板と接続されたオシロスコープを
設置し，図 2.19と同じ環境で測定を実施した．測定結果を図 2.30に示す．測定器のグラウンドと
大地間に生じる静電容量によって，測定される波形には 14 %のサグが生じている．この測定結果
に対して，フーリエ変換を行いそれぞれの周波数成分に対して式 (2.1)を適用し，電圧 Vnの周波数
成分を求める．求めた電圧 Vn の周波数成分に対して，逆フーリエ変換を行うことで，波形の補正
を行った．補正した結果を図 2.31に示す．非接地の測定器を用いて測定されたサグが生じた矩形
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波が，提案手法によってサグがない矩形波に補正された．この結果から，提案手法によって，電磁
ノイズの波形の補正も可能であることが示された．

50 W terminator

Signal generator
Voltage measurement equipment

(Oscilloscope)

Shield room floor

T-connector

20 mm

図 2.19 対地電圧見積もりの検証環境

Signal generator

Floating oscilloscope

1 MW

50 W terminator

13 pF

Capacitance Cm

V

図 2.20 検証の様子（等価回路）
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図 2.21 補正前の電圧比 Vm/VG および補正後の電圧比 Vn/VG（アクリル板の厚み: 10 mm）
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図 2.22 補正前の電圧比 Vm/VG および補正後の電圧比 Vn/VG（アクリル板の厚み: 30 mm）
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図 2.23 補正前の電圧比 Vm/VG および補正後の電圧比 Vn/VG（アクリル板の厚み: 50 mm）
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図 2.24 補正前の電圧比 Vm/VG および補正後の電圧比 Vn/VG（アクリル板の厚み: 70 mm）
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図 2.25 補正前の電圧比 Vm/VG および補正後の電圧比 Vn/VG（アクリル板の厚み: 90 mm）
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図 2.26 補正前の電圧比 Vm/VG および補正後の電圧比 Vn/VG（周波数:1 kHz）
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図 2.27 補正前の電圧比 Vm/VG および補正後の電圧比 Vn/VG（周波数:10 kHz）
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図 2.28 補正前の電圧比 Vm/VG および補正後の電圧比 Vn/VG（周波数:100 kHz）
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図 2.29 補正前の電圧比 Vm/VG および補正後の電圧比 Vn/VG（周波数:1 MHz）

表 2.5 それぞれのアクリル板の厚みにおける平均測定誤差

Spacer [mm] Average error

10 0.12 dB

30 0.35 dB

50 0.29 dB

70 0.30 dB

90 0.51 dB
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図 2.30 静電容量 Cm によってサグの生じた矩形波波形
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図 2.31 補正された矩形波波形
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2.5 本章のまとめ
本章では，電磁ノイズを測定する現場においてオシロスコープなどの測定器と大地間に生じる静
電容量を導出する手法，および導出した静電容量を利用して非接地で電磁ノイズの対地電圧を測定
する手法について，その理論について説明し実験によって提案手法の検証を行った．
本検討で想定している環境は，基準電位となる大地に直接接触することができない環境であるた
め，測定器と大地間に生じる静電容量は直接プローブを測定器と大地に接触させて測定することは
できない．また，測定環境における床の材質や厚みは不明であるため，電磁界解析を利用してこの
静電容量を求めることも難しい．そこで，2つの下部電極，および 1つの上部電極から構成される
デバイスを床に置き，電極と大地間を電気的に接続することで静電容量を測定する手法を提案し
た．提案手法では，静電容量を形成する大地や電極の関係性を平行平板コンデンサとして扱う．こ
れにより，上部電極と一方の下部電極間に正弦波を印加した際に，上部電極ともう一方の下部電極
間に生じる電圧 VR を，測定器のグラウンドと大地間に生じる静電容量を表すために必要となるパ
ラメータ δで表すことができる．そこで，パラメータ δを変数としたパラメトリック解析を回路シ
ミュレータで行い電圧 VRを求め，実験によって得られた電圧 VRと比較することで，パラメータ δ

を導出する．なお，測定器のグラウンドと大地間に生じる静電容量の大きさは，大地や電極の関係
性が平行平板コンデンサで表せるという前提の上で，パラメータ δの逆数に対して電気定数と測定
器のグラウンドに接続される導体板の面積を乗じることで導出できる．また，電磁ノイズの対地電
圧は，測定器のグラウンドと大地間の静電容量が既知であれば計算によって求めることができる．
以上の提案手法を，シールドルーム内においてアクリル板を積み重ねる事で実際の測定現場を模
擬し，検証した．まず，提案手法によって測定器のグラウンドと大地間の静電容量が導出可能かを
検証するため，提案手法によって求めた静電容量とインピーダンスアナライザを用いて測定した静
電容量の比較を行った．その結果，インピーダンスアナライザで測定した静電容量に対して 25 %
以下の誤差で，提案手法によって静電容量を導出できることが明らかになった．この測定結果が十
分な精度であるかどうかを確かめるためには，提案手法によって求めた静電容量を用いた電圧の補
正が，目標精度の 2.5 dB以下の誤差で行えることを確認すればよい．なお，静電容量の導出をよ
り正確なものにするためには，デバイスの電極や測定器を接続する導体板を大きくすることでエッ
ジ効果の影響を小さくすることが考えられる．しかし，電極や導体板の大型化は作業者の負担増に
繋がるため，精度と利便性はトレードオフの関係性にある．
次に，導出した静電容量を用いて，非接地の測定器で測定した正弦波の電圧の補正を行った．そ
の結果，アクリル板の厚みや周波数によらず 2 dB以下の誤差で補正ができることが明らかになっ
た．一方で，アクリル板の厚みが増すに従い，補正後の誤差が大きい傾向が確認された．これは，
電極と大地間の距離が離れるにつれ，平行平板コンデンサモデルが現象を正確に模擬できなくなる
ことが原因と考えられる．さらに，測定器が非接地の場合，測定波形が変形してしまう波形につい
て，提案手法による波形の補正を検証した．非接地の測定器で矩形波を測定すると，測定波形には
サグが生じてしまう．サグが生じた波形をフーリエ変換し，それぞれの周波数成分を提案手法によ
り補正したのち，フーリエ逆変換を行ったところ，サグのない矩形波に補正できることが明らかに
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なった．
以上の検証結果から，提案手法によって測定器を接地しないで電磁ノイズの対地電圧を測定でき
ることが示された．
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3 事前のキャリブレーションによる高精度な電磁ノイズ測定手法

3.1 はじめに
前章では，静電容量を見積もるためのデバイスや測定器のグラウンドに接続される電極および大
地の関係を平行平板コンデンサとして扱うことで，測定器のグラウンドと大地間の静電容量を求
め，非接地の測定器で測定された測定結果を電磁ノイズの対地電圧に補正する手法を提案・検証し
た．検証の結果，提案手法により静電容量を見積もることができること，また見積もった静電容量
によって非接地の測定器による測定結果を補正できることが明らかになったが，同時にシールド
ルーム床面と電極が離れるほど補正後の誤差が大きい傾向も確認された．2つの導体面間に生じる
静電容量は導体面の縁で生じるエッジ効果により，導体面間が離れるにつれ平行平板コンデンサ
モデルで表すことができなくなると知られている．例えば，[69]では，一辺の長さが 2aの 2枚の
正方形導体面が距離 d離れて向かい合った場合の静電容量を計算しており，d ≪ 2aの場合には，
Cd = 4εa2 だった関係が，d = 2aとなると Cd = 12εa2 となると示されている．つまり，前章での
提案手法は測定器と大地間の距離が離れている場合に，静電容量の見積もりが不正確になり非接地
での測定結果を正しい対地電圧に高精度で補正できない欠点があった．
そこで，本章では前章で提案した電磁ノイズの対地電圧測定手法をベースに，事前のキャリブ
レーションによって高精度に電磁ノイズを測定する手法を提案・検証する．
提案したデバイスを用いるとシールドルーム床面からの距離の違いを上部電極と下部電極間に生
じる電圧の違いとして観測できることが，前章における検討にて明らかになっている．そこで，事
前のキャリブレーション作業によって，この電圧の違いから測定器のグラウンドと大地間に生じる
静電容量を計算によって求めるための変換式を導出する．その変換式をもとに，電磁ノイズの測定
環境における非接地の測定器のグラウンドと大地間に生じる静電容量を求める．
なお，本章においても前章に引き続き，電磁ノイズの対地電圧のうち一線対地電圧を測定対象と
する．
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3.2 事前のキャリブレーションによる静電容量の導出手法
測定器のグラウンドと大地間の静電容量を見積もる手法について，前章で提案した手法を図 3.1
に，本章で提案する手法を図 3.2にフローチャートとして示す．本章で提案する手法は，測定現場
での電磁ノイズの測定の前に，事前のキャリブレーションが必要となる．以下，図 3.2に示したフ
ローチャートをもとに，手法を説明する．
事前のキャリブレーションにおいて，前章で提案した静電容量を見積もるためのデバイスの上部
電極と下部電極間に生じる電圧 VR と，オシロスコープなどの測定器のグラウンドと大地間に生じ
る静電容量 Cm を関連付ける必要がある．そこで，シールドルームのような大地面が既知の環境に
おいて，アクリル板などを利用しデバイスや測定器とシールドルーム床面との距離を変えた場合の
電圧 VR と静電容量 Cm を求める．電圧 VR は，デバイスをアクリル板の上に置いて利用すること
で，直接測定する事ができる（フローチャートにおける手順 3）．また，静電容量 Cm はシグナル
ジェネレータから発生させた既知の信号を非接地の測定器を用いて測定することで以下のように求
められる．
非接地の測定器による，電磁ノイズの対地電圧測定の等価回路を図 3.3に再掲する．また，測定
したい電磁ノイズの対地電圧 Vn を表す式を以下の式 (3.1)に再掲する．

Vn = Vm

1 +
1

jωnCm

1
Zm

 (3.1)

ここで，Vm は非接地の測定器で測定された電圧，ωn は電磁ノイズの角周波数，Zm は測定器の入
力インピーダンスである．測定器の入力インピーダンス Zm を入力抵抗 Re と入力キャパシタンス
Ce の並列回路として，式 (3.1)を Cm について整理すると，以下の式 (3.2)となる．

Cm =
Ce

√√√√√ 1
ω2

nR2
eC2

e

 |Vn|2

|Vm|2
− 1

 +
|Vn|2

|Vm|2
− 1




1

1 +
1

ω2
nR2

eC2
e


(3.2)

このとき，測定器の入力インピーダンス Re および Ce は，測定器のデータシートに記載されてい
る値，電圧 Vn，角周波数 ωn はシグナルジェネレータの設定で作業者自らが設定する値，電圧 Vm

は測定される値である．そのため，測定器のグラウンドと大地間に生じる静電容量 Cm は式 (3.2)
から求めることができる．つまり，非接地の測定器を置くアクリル板の厚みを変えながら，シグナ
ルジェネレータから発生させる既知の電圧 Vn の信号を非接地の測定器にて測定することで電圧
Vmを観測し（フローチャートにおける手順 1），式 (3.2)を用いて，電圧 Vm，Vnから静電容量 Cm

を計算することができる（フローチャートにおける手順 2）．
フローチャートにおける手順 1,2で静電容量 Cmを，手順 3で電圧 VRを求めたのち，電圧 VRか
ら静電容量 Cm を求めるための変換式を求める（フローチャートにおける手順 4）．事前のキャリ
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ブレーション作業は以上である．
測定現場においては，測定地点の床で電圧 VR を測定し（フローチャートにおける手順 5），変換
式を用いることで静電容量 Cm を計算する（フローチャートにおける手順 6）．

1. Measure the voltage VR

with ground capacitance estimating device

2. Obtain the parameter d which matches the measured VR

to the simulated VR by using circuit simulator

3. Calculate the ground capacitance Cm

from the parameter d

process at the measurement site

図 3.1 前章で提案した静電容量の見積もり手法のフローチャート
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3. Measure the voltage VR

with ground capacitance estimating device

1. Measure the voltage Vm

with voltage measurement equipment

2. Calculate the ground capacitance Cm

from measured voltage Vm and Vn

4. Make the function 

which represents the relationship between VR and Cm

5. Measure the voltage VR

with ground capacitance estimating device

6. Calculate the ground capacitance Cm

using the function

process in advance

process at the measurement site

図 3.2 本章で提案する電容量の見積もり手法のフローチャート

V
Noise source

Voltage measurement equipment

Equivalent load impedance

Vn Zu

VmZm

Cm

図 3.3 非接地の測定器と大地間に生じる静電容量 (図 2.1の再掲)
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3.3 実験による提案手法の検証
本項では，提案手法によって高精度の電磁ノイズの対地電圧測定が可能かどうか，実際にシール
ドルーム環境，および金属製のパネルの上にカーペットが敷かれた一般的なオフィス環境にて実験
的に検証する．

3.3.1 静電容量の見積もりデバイスの前章からの変更点
本章で利用する静電容量を見積もるためのデバイスの基本構造は，前章で紹介した図 2.3の通り
であるが，その実装を何点か前章から変更した．まず，電極をポリエチレンテレフタラート製の
フィルム上に銀インクで印刷することで作成した．これは，装置を軽量化し，実際に現場で使う形
態に近づける目的のための変更である．また，発振回路および電圧測定回路は小型の USBデバイ
ス (Digilent社，Analog Discovery 2 [70])を利用し実装し，USBデバイスに接続するラップトップ
PCから印加する信号の大きさや周波数を調整し，電圧測定回路で測定される電圧をモニタリング
できるようにした．さらに，上部電極と下部電極間に挿入されるスペーサについて，比誘電率がア
クリル板よりも低い，中空の紙箱で実装した．これは上部電極と下部電極間に挿入されるスペーサ
の比誘電率が低い方がデバイスの上部電極と下部電極間に生じる電圧 VR が大きくなり，S/N比が
改善し測定精度が上がるためである．このことは，以下で説明する電磁界解析，および回路解析で
確認した．電極やグラウンド間を平行平板コンデンサモデルで模擬し静電容量を計算するのではな
く，電磁界解析により静電容量を導出した理由は，エッジ効果を考慮したより正確な見積もりを行
うためである．
図 3.4に電磁界解析のモデルを示す．なお，電磁界解析においては，ムラタソフトウェア社の

Femtet [71]を利用した．750 × 360 mmの大きい導体板の上に，誘電体（750 × 360 mm，厚み: 10,
30, 50, 70, 90 mm，比誘電率 3.5），下部電極が直接導体板に接しないためのスペーサ（250 × 120
× 10 mm，比誘電率 3.5），2枚の下部電極（100 × 120 mm），上部電極と下部電極間に挿入される
スペーサ（250 × 120 × 10 mm），上部電極（250 × 120 mm）がこの順で積まれた環境において，
上部電極と下部電極間に挿入されるスペーサの比誘電率を 1, 2, 3とした場合の，図 2.4における静
電容量 C1，C2，Cx，Cy，Cz を，有限要素法を用いた電磁界解析により求める．その上で，以下の
表 3.1に示した諸元にて図 2.7に示した回路で回路解析を行い，電圧 VR を求めた．求めた電圧 VR

を図 3.5，図 3.6に示す．この結果から，上部電極と下部電極間に挿入されるスペーサの比誘電率が
低いほどデバイスの上部電極と下部電極間に生じる電圧 VR が大きくなることが明らかになった．
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Upper electrode

Top view

Side view

Dielectric plate

Lower electrodes
Spacer

Lower spacer
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750 mm
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100 mm 100 mm

図 3.4 電磁界解析のモデル

表 3.1 回路解析に利用した諸元
Voltage measurement circuit R/Rm 1 MW

Cm 24 pF

Oscillation circuit Voutput 5 Vp-p

Rout 50 W

f (=w/2p) 10 kHz, 100 kHz
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図 3.5 スペーサの比誘電率を変化させた際の電圧 VR（10 kHz）

0 20 40 60 80 100
0

0.1

0.2

0.3

0.4

Thickness of the dielectric plate [mm]

C
al

cu
la

te
d
 v

o
lt

ag
e 

|V
Z
| [

V
]  Relative permittivity:1

 Relative permittivity:2
 Relative permittivity:3

C
al

cu
la

te
d

 v
o

lt
ag

e 
|V

R
| 
[V

]

図 3.6 スペーサの比誘電率を変化させた際の電圧 VR（100 kHz）
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3.3.2 事前のキャリブレーション作業
図 3.2に示したフローチャートの手順に従い，事前のキャリブレーション作業を行う．まずは，
シールドルーム床面上に 10 mm厚のアクリル板を積み重ね，その上に電圧測定器を設置する．な
お，測定器のグラウンドは，ポリエチレンテレフタラート製のフィルム上に銀インクで印刷した
250 × 120 mmの電極に接続し，電極の下には 10 mm厚のアクリル板をスペーサとして挿入した．
図 3.7に示すシグナルジェネレータおよび金属製の治具を用いて，非接地状態の測定器でシグナル
ジェネレータから印加した 3 Vp-p（=電圧 Vn）の正弦波を測定し，電圧 Vmを求めた．この検証に
おいて利用した測定器の入力インピーダンスは，プローブとして利用した同軸ケーブルと合わせ
て Re は 1 MΩ，Ce は 177 pFである．式 (3.2)を用いて求めた静電容量 Cm は，表 3.2に示すよう
に，シールドルーム床面と電極の距離が 20 mmの時 56.4 pF，40 mmの時 35.8 pF，60 mmの時
29.8 pF，80 mmの時 27.3 pF，100 mmの時 25.3 pFであった．なお，これらの値は 1 kHzから 2
MHzまでの周波数で計算した静電容量 Cm の平均値である．図 3.8に，式 (3.2)を用いて計算した
1 MHzにおける静電容量 Cm を黒丸として示す．また比較として，図 3.1に示した前章の静電容量
の見積もり手法から求めた静電容量 Cm を赤三角として，有限要素法を用いた電磁界解析によって
求めた静電容量 Cm を青四角として図 3.8に示す．なお，電磁界解析は図 3.9に示したモデルで
行い，誘電体の比誘電率は 3.5とした．式 (3.2)を用いて計算した静電容量 Cm は，電磁界解析に
よって求めた静電容量 Cm と数 pFの誤差で良く一致した一方，図 3.1に示した前章の静電容量の
見積もり手法から求めた静電容量 Cm と電磁界解析や式 (3.2)から求めた結果との間には大きな誤
差が生じた．前章の静電容量の見積もり手法はエッジ効果を考慮していないことが，この誤差の原
因と考えられる．
次に，図 3.7に示した測定器を前項で説明した静電容量を見積もるためのデバイスに取り換え，
デバイスの下部電極とシールドルーム床面間の距離を，20, 40, 60, 80, 100 mmとしたときの，10
kHzから 2 MHzまでの周波数における電圧 VR を測定した．測定結果のうち，10 kHz，100 kHz，
1 MHzに関する結果を図 3.10に示す．なお，どの周波数においても電圧 VR が最も大きいプロッ
トが下部電極とシールドルーム床面の距離が 20 mmの時の結果であり，電圧 VR が最も小さいプ
ロットが下部電極とシールドルーム床面の距離が 100 mmの時の結果である．図 3.10は静電容量
Cm と電圧 VR の関係が示している．
事前のキャリブレーションの最後の手順として，測定器のグラウンドと大地間の静電容量 Cm

を，静電容量を見積もるためのデバイスで測定した電圧 VR から求めるための変換式を求める．図
3.10に示した静電容量 Cm と電圧 VR の関係を，最小二乗法を利用し線形近似する．表 3.3にそれ
ぞれの周波数における変換式を示す．
上記で説明した事前のキャリブレーション作業はシールドルームのような実験室環境で行う．こ
の作業で求めた変換式によって計算できるのは，キャリブレーション作業で利用した測定器の静電
容量 Cm のみである．そのため，測定現場でも同じ測定器，同じ電極を使用する必要がある．
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10 mm thick acrylic plates

(The number of plates is 1, 3, 5, 7 or 9)

Shield room floor

Noise voltage measurement equipment

Signal generator
Metal jig

50 W termination

Connected to earth

Conductor plate

図 3.7 事前のキャリブレーション作業における電圧 Vm 測定の様子

表 3.2 式 (3.2)を用いて求めた静電容量 Cm

Thickness of the acrylic plate [mm] Cm [pF]

20 56.4

40 35.8

60 29.8

80 27.3

100 25.3
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図 3.9 静電容量 Cm を求めるための電磁界解析のモデル
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図 3.10 静電容量 Cm と電圧 VR の関係

表 3.3 電圧 VR から静電容量 Cm を求めるための変換式

Frequency Ground-Capacitance Cm [pF]

10 kHz Cm = 545 |VR|-38.7

20 kHz Cm = 473 |VR|-26.0

50 kHz Cm = 464 |VR|-23.2

100 kHz Cm = 465 |VR|-23.1

200 kHz Cm = 467 |VR|-21.9

500 kHz Cm = 463 |VR|-19.9

1 MHz Cm = 497 |VR|-22.4

2 MHz Cm = 548 |VR|-25.5
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3.3.3 シールドルーム，およびオフィス環境における電磁ノイズの測定についての検証
本項では，前項で求めた変換式を用いて対地電圧測定が可能かどうかを，シールドルームおよび
一般的なオフィス環境において検証する．
本項で行う測定の手順は，以下の通りである．まず，図 3.2に示したように静電容量を求めるデ
バイスで電圧 VR を測定する．次に，表 3.3に示した変換式を用いて，測定器のグラウンドと大地
間の静電容量 Cm を計算する．そして，非接地の測定器を用いて測定対象の電磁ノイズを測定す
る．このとき，測定される電圧が電圧 Vm である．最後に，式 (3.1)を用いて，電磁ノイズの対地
電圧 Vn を求める．
シールドルームでの検証では，事前のキャリブレーションと利用する誘電体板を変更した．具体
的には，アクリル板の代わりに中質繊維板と呼ばれる木板を使用して，測定器のグラウンドとシー
ルドルーム床面間の静電容量を変更した．利用した木板の比誘電率は不明であり，厚みは 9 mmで
ある．この木板を 1～3枚積み重ねる事で，静電容量を見積もるためのデバイスや測定器とシール
ドルーム床面間の距離を変更し検証を行った．また，一般的なオフィス環境の床は，金属製のパ
ネルの上に，裏面がゴム，表面が繊維のカーペットが敷かれた環境であった．この構造は，LAN
ケーブルや電源ケーブルを床下に簡単に配線できるため，大学や企業のオフィスなどでよく利用さ
れている床構造である．オフィス環境では，シグナルジェネレータの出力ポートの外導体は接地し
なかった．一方で，出力ポートと接続される治具は金属製パネルの上に敷かれたカーペットの上に
置かれているため，治具とパネル間は静電容量によって電気的に接続されている．測定器のグラウ
ンドに接続される導体板は，カーペットおよび 10mm厚のアクリル製スペーサの上に設置された．
まず，静電容量を見積もるためのデバイスを用いて電圧 VR を 10 kHzから 2 MHzの周波数帯域
において測定する．表 3.4に示すように，木板の厚みが 9 mmの時，電圧 VRは 0.165 V，18 mmの
時，電圧 VR は 0.144 V，27 mmの時，電圧 VR は 0.124 Vであった．また，オフィス環境におい
て，電圧 VR は 0.184 Vであった．この測定結果から表 3.3に示した変換式を用いて計算した，測
定器のグラウンドと大地間の静電容量 Cm を図 3.11に示す．検証に利用した 4つの環境のうち，
オフィス環境がもっとも静電容量が大きく 27 mmの厚みの木板を用いた場合がもっとも静電容量
が小さいことが確認された．シールドルームでは，測定器の下に木板を使って 9～27mmの間隔を
空けて測定を行ったため，測定器とグラウンド間の静電容量がオフィス環境よりも小さくなったと
考えられる．
次に，シグナルジェネレータから，10 kHzから 2 MHzまでの周波数の 3 Vp-p正弦波信号を電磁
ノイズとして印加し，グラウンドに電極を接続した非接地の測定器で測定した．この周波数は本研
究において対象とする周波数帯域である 25 kHzから 1.1 MHzまでを含む周波数帯域であり，通信
障害が発生したことが報告されている事例におけるノイズレベル 6 Vp-p [17]と同程度のレベルで
ある．なお，実験は図 3.7と同様の環境行った．オフィス環境ではシグナルジェネレータのグラウ
ンドはどこにも接続されず，電源差込口から接続された電源ケーブルが環境との唯一の物理的な接
続である．
測定された電圧 Vm を式 (3.1)より，電磁ノイズの対地電圧 Vn に補正する．図 3.12から図 3.15
に補正結果を示す．なお，これらの図においては，実際に接地を取った測定器で測定された電圧
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VG に対する，電圧 Vm，電圧 Vn の比を示している．そのため，|Vn|/|VG|が 0 dBであれば，もっ
とも正確に補正ができているということを示している．|Vm|/|VG|が 11 dB以上あったのに対し，
|Vn|/|VG|は 1.6 dB以下であるため，提案手法によって非接地の測定器を用いて測定された電圧が，
電磁ノイズの対地電圧に補正可能であることが示された．

表 3.4 木板を重ねたシールドルームおよびオフィス環境における電圧 VR

Floor condition VR [V]

9 mm fiberboard plate on shield room floor 0.165

18 mm fiberboard plate on shield room floor 0.144

27 mm fiberboard plate on shield room floor 0.124

In office room 0.184
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図 3.11 木板を重ねたシールドルームおよびオフィス環境における静電容量 Cm
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図 3.12 補正前の電圧比 |Vm|/|VG|および補正後の電圧比 |Vn|/|VG|（木板の厚み: 9 mm）
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図 3.13 補正前の電圧比 |Vm|/|VG|および補正後の電圧比 |Vn|/|VG|（木板の厚み: 18 mm）
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図 3.14 補正前の電圧比 |Vm|/|VG|および補正後の電圧比 |Vn|/|VG|（木板の厚み: 27 mm）
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図 3.15 補正前の電圧比 |Vm|/|VG|および補正後の電圧比 |Vn|/|VG|（オフィス環境）
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3.4 オフィス環境が測定結果に与える影響
図 3.3に示した等価回路はシールドルームのように床面の抵抗が小さい環境を示しており，一般
的なオフィス環境においては図 3.16のように電磁ノイズの対地電圧が生じている場所と，非接地
の測定器のグラウンドが静電容量によって結合する場所の間にインピーダンス Zgm が存在する．
本章での検証環境では，インピーダンス Zgm が小さかったため，提案手法によって非接地の測定
器を用いて測定された電圧が，電磁ノイズの対地電圧に補正可能であったと考えられる.
床が金属製パネルのように導体で構成される場合ではなくコンクリートで構成される場合におい
て，インピーダンス Zgm が測定結果に影響を与えるかについて，回路解析により考察する．仮に，
電磁ノイズの対地電圧が生じている場所と非接地の測定器のグラウンドが静電容量によって結合す
る場所の距離が 100 mm，コンクリート厚が 200 mm，電流が伝搬するコンクリートの幅が 1 mで
あるとすると，[58]よりインピーダンス Zgmは 10 kHzでは 300 Ω，100 kHzでは 200 Ω，1 MHzで
は 150 Ω，2 MHzでは 100 Ω程度となる．本章で検証に利用した測定器の入力インピーダンスはプ
ローブとして利用した同軸ケーブルと合わせて，Reが 1 MΩ，Ceが 177 pFであり，ノイズ源を模
擬するために利用するシグナルジェネレータの出力インピーダンスは 50 Ω，シグナルジェネレー
タの出力を終端する終端抵抗の大きさが 50 Ωであった．そこで図 3.17に示す設定で回路解析によ
る検証を実施した．電圧 Vm を回路解析によって求めた結果を表 3.5に示す．2 MHzにおいて測定
結果にインピーダンス Zgm が与える影響が最大となったが，この場合においても影響は 0.4 dB以
下であった．そのため床がコンクリートで構成される場合においても，提案手法によって非接地の
測定器を用いて測定された電圧を電磁ノイズの対地電圧に補正可能であると考えられる．

V
Noise source

Voltage measurement equipment

Equivalent load impedance

Vn Zu

VmZm

Cm

Zgm

図 3.16 一般的なオフィス環境における電磁ノイズ測定の等価回路モデル
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10 kHz, 100 kHz,

1 MHz, 2 MHz

図 3.17 回路解析の設定（Zgm=300 Ω＠ 10 kHz，200 Ω＠ 100 kHz，150 Ω＠ 1 MHz，100 Ω＠ 2 MHz）

表 3.5 電圧 Vm の解析結果

Frequency Voltage Vm [Vp-p]

10 kHz 3.00 Vp-p

100 kHz 3.00 Vp-p

1 MHz 2.94 Vp-p

2 MHz 2.89 Vp-p
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3.5 本章のまとめ
本章では前章の提案手法をベースとして，事前のキャリブレーションによって高精度に電磁ノイ
ズを測定する手法を提案・検証した．
本章で提案した静電容量の見積もり手法では，静電容量を見積もるためのデバイスで測定される
電圧と測定器のグラウンドと大地間の静電容量を，測定現場での測定より前にシールドルームなど
の実験室環境で計測し関連付ける．測定現場では静電容量を見積もるためのデバイスで測定される
電圧から，測定器のグラウンドと大地間の静電容量を計算によって求める．そのため，シールド
ルーム環境における事前のキャリブレーション作業において，測定器のグラウンドとシールドルー
ム床面間の静電容量の値を計測する必要がある．そこで静電容量を，既知の信号をシグナルジェネ
レータから出力し非接地の測定器で測定した結果から計算する手法，電磁界解析による解析的な手
法，前章で紹介した静電容量の見積もり手法の三つの手法により導出し比較を行った．その結果，
シグナルジェネレータを利用する手法と電磁界解析を利用する手法により導出された静電容量は大
きく異ならなかったが，前章で紹介した静電容量の見積もり手法によって求めた手法で求めた静電
容量は，シグナルジェネレータを利用する手法と電磁界解析を利用する手法よりも小さい値を示す
結果となった．前章で提案した静電容量の見積もり手法が向かい合う電極間や電極とシールドルー
ム床面間に生じる静電容量を平行平板コンデンサとしてモデル化する手法であったことが原因とし
て考えられる．
事前のキャリブレーション作業により，静電容量を見積もるためのデバイスで測定される電圧と
測定器のグラウンドと大地間の静電容量を関係付ける補正式を求めたのち，この補正式によって求
めた静電容量で非接地の測定器で測定された電圧を補正可能か検証した．この検証は，シールド
ルーム環境および金属製のパネルの上にカーペットが敷かれた一般的なオフィス環境において行わ
れた．シールドルーム環境ではデバイスや測定器の下に木板を積み重ねる事で静電容量の大きさを
調整した 3つの条件で検証を，一般的なオフィス環境では電磁ノイズを模擬した信号を発生させる
シグナルジェネレータが電源差込口につながる電源ケーブルのみで環境とつながった条件で検証を
行った．この結果，シールドルーム環境および一般的なオフィス環境のどちらにおいても，提案手
法によって非接地の測定器で測定された電圧を精度よく電磁ノイズの対地電圧に補正できることが
明らかになった．
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4 靴状のウェアラブルデバイスを用いた電磁ノイズ測定手法

4.1 はじめに
本章では，より簡単に電磁ノイズの対地電圧を測定することを目的に靴状のウェアラブルデバイ
スを用いて電磁ノイズを測定する手法について提案・検証を行う．前章までの検討で，2枚の下部
電極，1枚の上部電極を具備する静電容量を見積もるデバイスを用いて，オシロスコープなどの測
定器のグラウンドと大地間の静電容量を見積もり，見積もった静電容量を用いて非接地の測定器で
測定された電磁ノイズの電圧を正しい対地電圧に補正できることを示した．これは非接地の測定器
と大地間に生じる静電容量が，測定結果に影響を与える支配的な要因であるということを示して
いる．
そこで，静電容量を見積もるデバイスと同様の機能を持つウェアラブルデバイス，測定器と同様
の機能を持つウェアラブルデバイスの二つを合わせて一足の靴状ウェアラブルデバイスを提案す
る．このデバイスを装着した作業者が，電磁ノイズが誘起していると考えられるケーブルを握るこ
とで電磁ノイズの対地電圧を測定する．前章までの検討と同様，測定器と大地間の静電容量が測定
結果に影響を与える支配的な要因であるのであれば，静電容量を見積もるデバイスと同様の機能を
持つウェアラブルデバイスでの測定結果をもとに，測定器と同様の機能を持つウェアラブルデバイ
スで測定された電圧を正しい対地電圧に補正できる．
人体をプローブとして利用する測定には，以下の二つの問題点がある．一つ目は，オシロスコー
プに代表される一般的な測定器を用いた測定より不安定要因が多いという問題点，二つ目は，長期
間の連続測定ができず，照明のスイッチを入れた瞬間にだけ生じるノイズなど非定常的な電磁ノイ
ズを測定できない問題点である．一方で，プローブが不要かつ直感的な測定ができるため測定器の
操作に慣れた保守担当者だけでなく，一般的に測定器を利用しない営業担当者なども簡易的にノイ
ズ測定が可能になる利点がある．
本章では，まず測定手法について説明を行い，次に開発したウェアラブルデバイスについて説明
する．最後に，開発したウェアラブルデバイスを用いていくつかの環境で検証を行った結果を報告
する．なお，本章では電磁ノイズの対地電圧のうち，コモンモード電圧を対象とする．第 2章およ
び第 3章で対象としていた一線対地電圧は，一般的にケーブルの露出部，もしくは治具や外皮の除
去などによって芯線に直接プローブを接触させることで測定を行う．本章ではパッシブプローブな
どは用いず，作業者がケーブルを外皮の上からケーブルを握ることで測定を行うため，二線に同時
に誘起するコモンモード電圧を測定対象とする．信号は二線を反対方向に流れ，大地をリターンパ
スとする電磁ノイズは二線を同じ向きに流れるため，コモンモード電圧を測定することで，ノイズ
のみを観測することが可能である．
作業者が掴むケーブルには電磁ノイズが伝搬しており，ケーブルからは電磁波が空間に放射され
ていると考えられる．総務省の電波防護指針 [72]では，100 kHz～6 GHzの周波数帯を利用する無
線設備に対し，電波の人体における比吸収率の 6分間平均（局所 SAR）を 2 W/kgとするという指
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針が示されている．これは，携帯電話など意図的に電波を発する無線装置に対する指針であり，今
回対象とする ADSLモデムを始めとする通信装置に繋がるケーブルから放射される電磁ノイズが
この基準を超える可能性は低いと考えられる．一方で，本章における提案手法では作業者がケーブ
ルを握るため，漏電などによりケーブルに過大な電圧が生じている場合もしくは高圧の電気が伝搬
するケーブルである場合，握った際に感電の危険性がある．そのため，検電が必要とされるケーブ
ルは掴む前に適切に検電作業を行うなどの感電防止対策が必要である．
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4.2 ウェアラブルデバイスを用いた測定手法の概要
本項では靴状のウェアラブルデバイスを用いて電磁ノイズを測定する手法について，その概要を
説明する．
図 4.1にケーブル上の電磁ノイズを作業者が測定する様子を示す．作業者は靴状のウェアラブル
デバイスを装着し，測定対象のケーブルを掴む．片方のウェアラブルデバイスは大地との間の静電
容量を評価するためのデバイス，もう片方のデバイスは電磁ノイズの対地電圧を測定するためのデ
バイスである．前者をデバイス A，後者をデバイス Bとする．
デバイス Aの構成を図 4.2に示す．このデバイスの基本構成は，前章までで利用していた対地容
量を見積もるためのデバイスと同様である．床面と向かい合う 2枚の下部電極，1枚の上部電極，
電極間や電極下部，上部が直接床面や作業者の足に触れないためのスペーサ，および上部電極と片
方の下部電極間を接続する発振回路と，上部電極ともう片方の下部電極間を接続する電圧測定回路
で構成される．電極やスペーサは靴状のウェアラブルデバイスのソール部分に実装され，作業者の
足が電極とスペーサの上に乗る．発振回路から信号を出力した際に，電圧測定回路で測定される電
圧 VR としてウェアラブルデバイスと大地間の静電容量は評価される．
デバイス Bの構成を図 4.3に示す．このデバイスの外観はデバイス Aと同様であるが，下部電
極が 1枚である点で構成が異なる．また，発振回路は実装されず，電極間の電圧を測定するための
電圧測定回路のみが実装される．作業者が測定対象のケーブルを握った際の下部電極と上部電極間
の電圧 Vm は，測定系に含まれるインピーダンス，例えば人体とケーブル間の静電容量やデバイス
と大地間の静電容量などによって分圧されるため，実際の電磁ノイズの対地電圧 Vnよりも小さい．
測定系の等価回路を図 4.4，図 4.5に示す．Zc は電磁ノイズの等価的な出力インピーダンス，Zl

は電磁ノイズの等価的な負荷インピーダンス，Vn は電磁ノイズの対地電圧である．また，Ch は作
業者が握るケーブルと作業者の手の間に生じる静電容量，Zhは人体のインピーダンス，Cd1と Cd2

は作業者の足裏とデバイス間のインピーダンス，Cg1 と Cg2 はデバイスと大地間の静電容量であ
る．これらのインピーダンスのうち，Zc，Zl，Cg1，Cg2 は測定環境などによって決まるパラメー
タ，Ch，Cd1，Cd2，Zh は作業者によって決まるパラメータである．これらのパラメータは，測定
環境や作業者の体格などの個人差，デバイスのサイズや材質などさまざまな要因によって決まる値
であるが，先行研究などの情報や実験によって，おおよその値を見積もることが可能である．
電磁ノイズの等価的な負荷インピーダンス Zl は，電気電子機器の伝導電磁ノイズの測定に関す
る国際規格である CISPR16-1-2において，150 Ωと規定されている [57]．この値は測定環境によっ
て異なる値であるが，本検討ではこの値を代表値として採用する．次に，作業者が握るケーブルと
作業者の手の間に生じる静電容量 Chであるが，芯線の直径が 0.54 mm，外部導体の直径が 2.9 mm
の同軸ケーブルの静電容量が 100 nF/kmであり，作業者がケーブルを掴む部分がおおよそ 100 mm
であるため，同軸ケーブルの芯線と外部導体の関係を作業者の手とケーブルの関係として考える
と，およそ 10 pFと考えられる．また，図 4.6のように，腕にインピーダンスアナライザに接続さ
れた医療用電極を 50 mm間隔で貼り付け，インピーダンスアナライザに接続されたケーブルを
握った場合の，電極とケーブル間のインピーダンスは図 4.7に示す通りおよそ 10 pFである，この

63



事からも静電容量 Ch はおよそ 10 pFと考えられる．人体のインピーダンス Zh は，手のひらから
足の裏までで，10 kHzから 3 MHzの周波数帯において 300 Ωから 600 Ωと報告されている [73]．
また，作業者の足裏とデバイス間のインピーダンス Cd1，Cd2 は [74]よりおよそ 100 pFと考えら
れ，デバイスと大地間の静電容量 Cg1，Cg2 は第 2章で検討した導体板と大地間の静電容量がおよ
そ 40 pFから 230 pF程度であったことから，同程度の値となると考えられる．
これらのインピーダンスを合成すると，ケーブルから大地までのインピーダンスは 10 kHzでは
およそ 1.6 MΩ，3 MHzではおよそ 3.2 kΩである．電磁ノイズの等価的な負荷インピーダンス Zl

が 150 Ωであると考えると，作業者がウェアラブルデバイスを装着しケーブルを握ることが電磁ノ
イズの対地電圧へ与える影響は小さいと考えられる．
電磁ノイズの対地電圧 Vnは，デバイス Bで測定される電圧 Vmと変換係数X を用いて以下の式

(4.1)のように示すことができる．

Vn = XVm (4.1)

このとき，変換係数 X は測定系に含まれるインピーダンスによって決まる係数である．測定系に
含まれるインピーダンスのうち，測定環境によって決まるパラメータかつ測定結果に与える影響が
大きいと考えられる要素は，デバイスと大地間の静電容量 Cg1，Cg2 である．また，作業者が握る
ケーブルと作業者の手の間に生じる静電容量 Ch，作業者の足裏とデバイス間のインピーダンス
Cd1，Cd2，人体のインピーダンス Zh は，測定環境によって影響を受けず，作業者それぞれによっ
て異なる値を取るパラメータだと考えられる．
そこで，事前にデバイスと大地間の静電容量を変化させながら，デバイス Aで測定される電圧

VR，既知の大きさの電圧 Vn が伝搬するケーブルを作業者が握った際にデバイス Bで測定される
電圧 Vm を測定する．そして，デバイス Aで測定される電圧 VR とデバイス Bでの測定結果に式
(4.1)を適用することで求めた変換係数 X を関係付ける．この作業は，作業者それぞれによって異
なる，足や体の大きさなどが測定に与える影響を排除するための作業である．つまり，この変換係
数 X は作業者ごとに異なる値であり，同じウェアラブルデバイスを用いる場合においても，利用
する作業者が異なる場合には，再度事前作業を実施する必要がある．
変換係数 X を電圧 VR を変数とした式によって表すことで，測定現場では変換係数 X をデバイ
ス Aから求める事が可能になる．求めた変換係数 X とデバイス Bで測定された電圧 Vm を用い
て，式 (4.1)から電磁ノイズの対地電圧 Vn を計算できる．以上が本章で提案する測定手法の原理
である．
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図 4.1 ウェアラブルデバイスを身に着けた作業者による測定
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図 4.2 デバイス Aの模式図
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図 4.3 デバイス Bの模式図
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図 4.4 測定系の等価回路 (ノイズ源を含む)
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図 4.5 測定系の等価回路 (デバイス A, B)
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図 4.6 握ったケーブルと腕に貼った電極間のインピーダンス測定の様子
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図 4.7 握ったケーブルと腕に貼った電極間のインピーダンス測定結果
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4.3 開発したウェアラブルデバイス
本項では，開発したデバイス Aおよびデバイス Bについて説明する．

4.3.1 ウェアラブルデバイスの全体構成
開発するウェアラブルデバイスのシステムイメージを図 4.8に示す．作業者が測定現場で電磁ノ
イズの対地電圧 Vn を確認できるよう，デバイス A，デバイス Bでの測定結果をラップトップ PC
やタブレット PCに送信し，PC内でノイズの大きさや周波数をモニタリングできる状態が望まし
い．そこで，今回の開発においては，デバイス Aおよびデバイス Bの発振回路および電圧測定回
路を，シグナルジェネレータやオシロスコープとして利用可能な小型 USBデバイスを用いて実装
し PCから制御およびモニタリングする．図 4.9にブロック図を示す．電極やスペーサで構成され
る電極部と小型 USBデバイスの間には，バッファ回路などを実装するためのインターフェース
ボードを実装する．なお，デバイス Aおよびデバイス Bと PCを有線にて直接接続する場合には，
それぞれのデバイスに対して一台の PCを利用する．これは，PCの内部回路を経由して，2つの
デバイスが電気的に接続されることを避けるためである．また，デバイス Aおよびデバイス Bと
PCを無線で接続する場合には，PCからの USBケーブル経由での給電が行えないため，小型 USB
デバイスをバッテリーで駆動し CPUボードで制御する．この CPUボードをアクセスポイント経
由で PCと接続することで，PCから小型 USBデバイスを制御およびモニタリングする．

Device B

Device A

Measured data

Laptop PC or tablet PC

図 4.8 ウェアラブルデバイスのイメージ図
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図 4.9 ウェアラブルデバイスの全体ブロック図 (破線：有線接続時のみ，点線：無線接続時のみ)

4.3.2 電極部の構成
実際に電磁ノイズの測定を行う場合には，靴状のウェアラブルデバイスは歩きやすいよう，足の
形に実装することや，柔らかい素材で作成する必要がある．ただし，今回の開発の目的は，提案し
ている測定原理の確認であるため，このような実装は行わなかった．そのため，電極部は足のサイ
ズが大きい被験者であっても利用可能なように大きめの長方形として実装した．デバイス Aおよ
びデバイス Bの電極部の構成とサイズは図 4.2，図 4.3に示した通りとした．スペーサはすべてア
クリル板とし，電極はガラスエポキシ基板にベタ銅箔を配置することで実装した．スペーサのう
ち，デバイスの上部と下部に配置されるものは 3 mm厚，電極間に挿入されるものは 10 mm厚で
あり，ガラスエポキシ基板の厚みは 1 mmである．

4.3.3 インターフェースボードの構成
電極と小型 USBデバイスを接続する際，インターフェースボードを両者の間に実装する．小
型 USBデバイスのオシロスコープ機能の入力インピーダンスは 1 MΩ/24 pFであり，シグナル
ジェネレータ機能の出力インピーダンスは 0 Ωである．デバイス Aで利用する発振回路はシグナ
ルジェネレータ機能を用いて実装するが，小型 USBデバイスの出力可能な電流に限度があるため，
シグナルジェネレータ機能の出力にインターフェースボード上で 50 Ωを直列に接続することで電
流が過大にならないようにした．また，電圧測定回路をオシロスコープ機能のみを用いて実装する
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事で,測定される電圧が影響を受ける可能性がある．そこで，インターフェースボード上にバッ
ファアンプを用いた 1:1バッファ回路を実装した．また，デバイス Aではバッファ回路の前段に
10 kΩを，デバイス Bではバッファ回路の前段に 200 kΩを入力と回路グラウンド間に挿入するこ
とで，電圧測定回路の入力インピーダンスを調整した．なお，インターフェースボードは 26 × 45
mmのガラスエポキシ基板として実装した．
インターフェースボード，および小型 USBデバイスを含めた回路図を図 4.10，図 4.11に示す．

a

b

c

Spacer

Upper electrode

Lower electrode

aa

c
b

Oscillation circuit Voltage measurement circuit

VR
50 W

10 kW

1 MW 24 pF

図 4.10 デバイス Aの回路図
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Voltage measurement circuit

図 4.11 デバイス Bの回路図

4.3.4 筐体の構成
前項で説明したインターフェースボードおよび小型 USBデバイス，無線接続の場合に必要とな
るバッテリーおよび CPUボードを格納するための筐体が必要となる．そこで，図 4.12，図 4.13に
示す筐体をアクリル板で作成した．作業者が足を乗せるための電極およびスペーサで構成された
電極部と，作業者のかかと側にはみ出す格納部でデバイスは構成される．図 4.13に示す通りイン
ターフェースボード，バッテリー，小型 USBデバイス，CPUボードは格納部に収められる．な
お，格納部の背面には PCと有線で接続する場合に必要となる USBコネクタを実装した．また，
足とデバイスを固定できるようにゴムバンドを図 4.14の位置に脱着可能な構造とした．
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Electrodes and spacers

Storage unit

図 4.12 デバイス筐体外観

Battery

Interface board

USB device

CPU board

図 4.13 デバイス筐体内部
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USB connector

Rubber bands

図 4.14 ゴムバンドの取り付け位置
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4.4 提案手法の検証
提案手法を検証するため，3つの検証を行った．どの検証においても，事前作業は床面が導体で
構成され，理想環境と考えられるシールドルーム内で実施する．

1つ目の検証では，提案手法によって電磁ノイズの対地電圧測定が可能かどうかを理想環境にお
いて検証する．第 3章で行った検証同様，木板を積み重ねた上に被験者が立ち，電磁ノイズを模し
た信号が伝搬するケーブルを握り，電磁ノイズの対地電圧が測定可能かどうかを検証する．この検
証をシールドルーム内で実施することで，一般的なオフィス環境に存在する床材のインピーダンス
の影響を排除できる．

2つ目の検証は，金属製のパネルの上にカーペットが敷かれた環境で測定が可能かどうかの検証
であり，より実際の測定環境に近い環境で測定が可能かどうかの検証である．また，この検証では
被験者の姿勢を変化させることで，作業者が事前のキャリブレーション作業と違う姿勢を取った場
合にも測定が可能かどうかを検証する．
最後の検証では，複数の一般的なオフィス環境において，提案手法によって測定が可能かどうか
を検証する．この検証では，金属製のパネルのように明確に導体として考えられる床材ではなく，
鉄筋コンクリートの床の上にビニールや木材の床材が敷かれた環境でも検証が行われる．さらに，
第 3章で測定器のグラウンドと大地間の静電容量 Cm を，対地容量を見積もるためのデバイスで測
定された電圧 VR を変数とした式として表したように，変換係数 X をデバイス Aで測定された電
圧 VR を変数とした式として表す．
以上 3つの検証を実施することによって，提案手法の有効性を示す．なお，検証における被験者
数は 1人である．

4.4.1 シールドルーム内での検証：事前作業
開発したデバイスを用いて事前作業をシールドルーム内で実施する．この事前作業は，デバイス

Aで測定される電圧 VR を変換係数 X と関連付けるための作業である．図 4.15に，作業の様子を
示す．800 mmの高さの発泡スチロール製の台の上に，金属製の治具を設置する．治具の片側は，
同軸ケーブルで出力インピーダンスが 50 Ωのシグナルジェネレータに接続され，もう片側は 50 Ω
の終端抵抗が接続される．同軸ケーブルおよび終端抵抗の芯線は治具に張られた被覆ケーブルと，
外導体は治具と導通する．また，この治具はシールドルームの床面と接続されるため，シグナル
ジェネレータからの信号は被覆ケーブルと 50 Ωの終端抵抗を介してシールドルーム床面に伝搬す
る．治具が設置される発泡スチロール台の前には，デバイス Aおよびデバイス Bが設置され，被
験者はこれらのデバイスの電極部に片足ずつを乗せて立つ．デバイス Aを用いるときは被覆ケー
ブルを握らず，デバイス Bを用いるときは被覆ケーブルを握る．なお，被験者は靴下を履いたまま
デバイスを装着して構わない．今回の検証では，被験者は靴下を履いて実験を行った．デバイス
A，デバイス Bはそれぞれラップトップ PCと USBケーブルを用いて接続され，ラップトップ PC
は 400 mmの高さの発泡スチロール製の台の上に設置される．ラップトップ PCをシールドルーム
の床面上に直接置かず発泡スチロール製の台の上に設置した理由は，ラップトップ PCの内部回路
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がシールドルームの床面との間で電気的に結合し，USBケーブル経由で繋がったデバイス A，デ
バイス Bが影響を受けることを避けるためである．同様の理由から，これらのラップトップ PCは
内部バッテリーで駆動され外部の商用電源からは電源の供給を行わなかった．
まず，被験者はケーブルを握らず直立した状態で，デバイス Aの発振回路から周波数 100 kHz
の正弦波を 10 Vp-p の大きさで出力し，電圧測定回路で測定される電圧 VR を測定した．同様の測
定を図 4.16に示すように，デバイス A，デバイス Bとシールドルーム床面間に 10 mm厚のアクリ
ル板を 1，3，5枚挿入し実施した．測定結果を表 4.1に示す．挿入するアクリル板の枚数が増える
につれ，電圧 VR が低下することが確認された．
次に，デバイスAの発振回路からの信号出力を中断し，金属製の治具に接続されたシグナルジェ
ネレータから周波数 1 kHzから 10 MHzの正弦波を 10 Vp-p の大きさで出力し，デバイス Bの電圧
測定回路で測定される電圧 Vm を測定した．先ほどの作業と同様，この作業も同様の測定をデバイ
ス A，デバイス Bとシールドルーム床面間に 10 mm厚のアクリル板を 1，3，5枚挿入し実施した．
電磁ノイズを模した正弦波の電圧 Vn はシグナルジェネレータの出力インピーダンスと 50 Ωの終
端抵抗で分圧され 5 Vp-p である．式 (4.1)より求めた変換係数 X を図 4.17に示す．

Device A and B

Metal jig

50 W terminator

Cable

Shielded room floor

Signal generator

Styrofoam stand

Styrofoam stand

Styrofoam stand

Laptop PC

Laptop PC

図 4.15 シールドルームでの測定の様子
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Shielded room floor

50 W termination
Cable

Coaxial cable

Signal generator

Styrofoam stand

Metal jig

(Connected to ground of signal generator)

Acrylic plate

Device A

Subject

Device B

図 4.16 被験者の足元にアクリル板を挿入して実施する測定の様子

表 4.1 デバイスの下に挿入されるアクリル板の厚みと電圧 VR の関係

Thickness of acrylic plate Voltage VR

Without acrylic plate 1.64 Vp-p

10 mm 0.388 Vp-p

30 mm 0.216 Vp-p

50 mm 0.201 Vp-p
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図 4.17 事前作業で求めた変換係数X

4.4.2 シールドルーム内での検証：電磁ノイズの対地電圧測定
前項で実施した事前作業で得られた結果から，伝導ノイズの対地電圧が測定できるか検証する．
図 4.15に示した環境において，図 4.16に示したアクリル板の代わりに厚さ 9 mmの中質繊維板と
呼ばれる木板をデバイス A，デバイス Bとシールドルーム床面間に 1～2枚挿入した．被験者が
ケーブルを握らない状態でデバイス Aの発振回路から周波数 100 kHzの正弦波を 10 Vp-pの大きさ
で出力し，電圧測定回路で測定される電圧 VR を測定した．測定結果を表 4.2に示す．木板の厚み
が 9 mmの時に測定された電圧 VR は，デバイスとシールドルーム床面間に挿入したアクリル板の
厚みが 10 mmの場合に測定された電圧 VR より小さく，アクリル板の厚みが 30 mmの場合に測定
された電圧 VR より大きかった．また，木板の厚みが 18 mmの時に測定された電圧 VR は，デバイ
スとシールドルーム床面間に挿入したアクリル板の厚みが 30 mmの場合に測定された電圧 VR よ
り小さく，アクリル板の厚みが 50 mmの場合に測定された電圧 VR より大きかった．変換係数 X

を以下の式 (4.2)より求める．

X =



X(10mm) − X(0mm)

VR(10mm) − VR(0mm)

(
VR − VR(0mm)

)
+ X(0mm) if VR(10mm) < VR≦VR(0mm)

X(30mm) − X(10mm)

VR(30mm) − VR(10mm)

(
VR − VR(10mm)

)
+ X(10mm) if VR(30mm) < VR≦VR(10mm)

X(50mm) − X(30mm)

VR(50mm) − VR(30mm)

(
VR − VR(30mm)

)
+ X(30mm) if VR(50mm) < VR≦VR(30mm)

(4.2)

求めた変換係数 X を図 4.18に示す．次にデバイス Aの発振回路からの信号出力を中断し，金属製
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の治具に接続されたシグナルジェネレータから周波数 1 kHzから 10 MHzの正弦波を 10 Vp-p の大
きさで出力し，デバイス Bの電圧測定回路で測定される電圧 Vm を測定した．電圧 Vm に対し式
(4.1)を適用し，電磁ノイズの対地電圧 Vnを求めた．測定された電圧 Vmと変換係数X により補正
された電圧 Vn を図 4.19に示す．実際に測定している電圧が 5 Vp-p であるのに対し，変換係数 X

により補正して求めた電圧 Vn は 4.8 Vp-p～5.5 Vp-p であったため，この検証における誤差は 1 dB
以下であった．
本検証から，シールドルーム床面のように，理想的な導体面がデバイスの下部に誘電体板を挟ん
で存在する環境では，提案手法によって電磁ノイズの対地電圧が測定できることが示された．

表 4.2 デバイスの下に挿入される木板の厚みと電圧 VR の関係

Thickness of MDF plate Voltage VR

9 mm 0.336 Vp-p

18 mm 0.215 Vp-p
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図 4.18 木板をデバイスとシールドルーム床面間に挿入した場合の変換係数X
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図 4.19 デバイス Bで測定された電圧 Vm と補正された電圧 Vn

4.4.3 作業者の姿勢が測定に与える影響の検証：事前作業
前々項で実施した，シールドルーム内での検証と同様の事前作業を行った．事前作業を行った被
験者は，前々項と同じ被験者であるが，着用していた靴下が異なったため，デバイス Bで測定され
る電圧 Vm が，前々項での事前作業とは異なる値であった．そのため，変換係数 X も図 4.17に示
した値とは異なり，図 4.20に示した通りとなった．なお，デバイス Aで計測される電圧 VRは，被
験者が着用する靴下によって影響を受けず，表 4.1の通りであった．これは，デバイス Aの発振回
路から出力された信号は，主に電極とシールドルーム床面間に生じる静電容量を経由する経路で電
圧測定回路に伝搬していることを示している．
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図 4.20 事前作業で求めた変換係数X

4.4.4 作業者の姿勢が測定に与える影響の検証：電磁ノイズの対地電圧測定
前項で実施した事前作業で得られた結果から，伝導ノイズの対地電圧が測定できるかどうかの検
証を一般的なオフィス環境にて行う．図 4.21に検証環境を示す．本項での対地電圧測定の検証は，
配線のための空間が金属パネルの下にある，二重床の環境で実施した．この環境では，金属製のパ
ネルの上に裏面にゴム製の滑り止めが付いた繊維製のカーペットが敷かれている．カーペットの一
部を取り外し，露出した金属パネルに金属製の治具を接続した．これは，シグナルジェネレータの
グラウンドと金属パネル間を等電位にするためである．なお，金属パネル同士は接触している部
分，離れている部分などがあり，必ずしもお互いに導通している状態ではない．しかし，お互いの
間に生じる静電容量によって電気的に接続された状態である．
まず，被験者がケーブルを握っていない状態でデバイス Aの発振回路から周波数 100 kHzの正
弦波を 10 Vp-p の大きさで出力し，電圧測定回路で測定される電圧 VR を測定した．測定された電
圧 VR は 0.647 Vp-p であった．この結果から変換係数 X を式 (4.2)より求める．求めた変換係数 X

を図 4.22に示す．
次に，デバイス Aからの信号の出力を停止し，金属製の治具に接続されたシグナルジェネレー
タから周波数 1 kHzから 10 MHzの正弦波を 10 Vp-p の大きさで出力し，デバイス Bの電圧測定回
路で測定される電圧 Vm を測定した．この際，金属製の治具を置く発泡スチロール製の台の高さを
400 mm，800 mm, 1200 mmと三種類とすることで，作業者の姿勢が測定結果に与える影響を検証
した．測定された電圧 Vmに対し式 (4.1)を適用し，電磁ノイズの対地電圧 Vnを求めた．測定され
た電圧 Vm と変換係数 X により補正された電圧 Vn を図 4.23に示す．実際に測定している電圧が 5
Vp-p であるのに対し，変換係数 X により補正して求めた電圧 Vn は 4.6 Vp-p～7.9 Vp-p であったた
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め，この検証における誤差は最大で 4 dBであった．また，表 4.3に示すように，治具を設置した
発泡スチロール製の台の高さが 400 mmの時の誤差平均は 0.98 dB，800 mmの時の誤差平均は 1.9
dB，1200 mmの時の誤差平均は 2.2 dBであった．
シールドルーム内で木板をデバイス A，デバイス Bとシールドルーム床面間に木板を挿入した
場合の測定誤差は最大 1 dBであったが，同様の手順，同様の実験内容を金属パネルの上にカー
ペットが敷かれた環境で実施した結果，最大誤差が 4 dBとなった．この理由として変換係数 X の
導出に利用する事前作業で取得しているデータ数が少ないこと，式 (4.2)において変換係数 X がデ
バイス Aで測定される電圧 VR に対して線形に変化するという前提を置いていること，デバイス A
で電圧 VR を測定する際 100 kHzのみで測定を行っており，その他の周波数で測定を行っていない
ことが原因として考えられる．測定現場において，デバイスの電極と大地間に挟まれる誘電体は，
必ずしもアクリル板のようにフラットな周波数特性を示すとは限らない．そのため，単一周波数で
の測定結果のみを用いて変換係数 X を導出することが誤差の原因となる可能性がある．
被験者の姿勢による測定誤差の違いは 1.2 dB程度とあまり大きくなかったが，もっとも測定さ
れる電圧が大きかったのは治具を設置する発泡スチロール台が 1200 mmの高さだった場合，もっ
とも測定される電圧が小さかったのは治具を設置する発泡スチロール台が 400 mmの高さだった場
合であった．これは，低い高さの発泡スチロール台の上に設置されたケーブルを握る際，被験者が
屈むため，図 4.24に Cb として示した被験者の体と大地間に生じる静電容量が大きくなったことが
原因として考えられる．
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Metal panels of raised floor

Metal jig

(Connected to ground of signal generator)

50 W terminationCable

Coaxial cable

Signal generator

Styrofoam stand

CarpetStyrofoam stand

(400, 800 and 1200 mm height)

Device A

Subject

Device B

図 4.21 二重床環境における検証の様子
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図 4.22 二重床環境における変換係数X
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図 4.23 デバイス Bで測定された電圧 Vm と補正された電圧 Vn

表 4.3 発泡スチロール台の高さと平均誤差の関係

Height of the stand [mm] Average error

400 0.98 dB

800 1.9 dB

1200 2.2 dB
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Zh

Cd1 Cd2

Cg1 Cg2

Vn

Device BDevice A

Cb

図 4.24 被験者の体と大地間に生じる静電容量 Cb を含めた測定の等価回路

4.4.5 複数のオフィス環境における検証：事前作業
本項の検証では，複数の一般的なオフィス環境において提案手法によって電磁ノイズの対地電圧
測定が可能かどうかを検証する．この検証では前項で実験を行った金属製のパネルの上にカーペッ
トが敷かれた環境だけではなく，鉄筋コンクリートの床の上にビニールや木材の床材が敷かれた環
境でも検証を実施する．前項の検証では，変換係数 X がデバイス Aで測定される電圧 VR と線形
の関係を持つという仮定のもと，事前作業で取得した数点の測定データから測定現場における変換
係数 X を求めた．この導出方法が，誤差が大きくなった原因の一つとして考えられる．そこで，
第 3章で測定器のグラウンドと大地間の静電容量 Cm を対地容量を見積もるためのデバイスで測定
された電圧 VR を変数とした式として表したように，変換係数 X をデバイス Aで測定された電圧
VR を変数とした式として表す．
前項までの検証同様，事前作業を図 4.15，図 4.16に示した通り，シールドルーム内で実施する．
なお，本検証では図 4.25に示すように，デバイス Aおよびデバイス Bは無線アクセスポイントを
経由してラップトップ PCと接続される．
まず，被験者はケーブルを握らず直立した状態で，デバイス Aの発振回路から周波数 10 kHzか
ら 5 MHzまでの正弦波を 6 Vp-p の大きさで出力し，電圧測定回路で測定される電圧 VR を測定し
た．同様の測定を図 4.16に示すように，デバイス A，デバイス Bとシールドルーム床面間にアク
リル板を挿入し，デバイス A，デバイス Bとシールドルーム床面間の距離を 2, 4, 6, 8, 10, 20, 30,
40 mmとして実施した．測定結果を図 4.26，図 4.27に示す．挿入するアクリル板の枚数が増える
につれ，電圧 VR が減少すること，また 2 MHzで電圧 VR がピークを持つことが確認された．
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次に，デバイスAの発振回路からの信号出力を中断し，金属製の治具に接続されたシグナルジェ
ネレータから周波数 10 kHzから 5 MHzの正弦波を 20 Vp-p の大きさで出力し，デバイス Bの電圧
測定回路に生じる電圧 Vm を測定した．先ほどの作業と同様，この作業もデバイス A，デバイス B
とシールドルーム床面間の距離を 2, 4, 6, 8, 10, 20, 30, 40 mmとして実施した．なお，電磁ノイズ
を模した正弦波の電圧 Vn はシグナルジェネレータの出力インピーダンスと 50 Ωの終端抵抗で分
圧されるため 10 Vp-p である．式 (4.1)より求めた変換係数 X を図 4.28，図 4.29に示す．
前項までは，測定現場でデバイス Aを用いて測定した電圧 VR から，式 (4.2)を用いて変換係数

X を求めたが，本項では図 4.26，図 4.27に示した電圧 VR と，図 4.28，図 4.29に示した変換係数
X の関係を対数近似によって導出する．最小二乗法を用いて求めた関係式を表 4.4に示す．

Laptop Wireless access point

Devices

図 4.25 無線接続されたデバイスとラップトップ PCの関係

86



104 105 106 107
0

0.5

1

1.5

2

Frequency [Hz]

V
o

lt
ag

e 
V

R
 [

V
p
-p

]

 without plates 
 2 mm
 4 mm
 6 mm
 8 mm

図 4.26 デバイス Aで測定される電圧 VR(アクリル板無しおよび 2～8 mmのアクリル板を挿入した結果)

104 105 106 107
0

0.2

0.4

0.6

0.8

Frequency [Hz]

V
o

lt
ag

e 
V

R
 [

V
p
-p

]

 10 mm 
 20 mm
 30 mm
 40 mm

図 4.27 デバイス Aで測定される電圧 VR(10～40 mmのアクリル板を挿入した結果)
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図 4.28 事前作業で求めた変換係数X(アクリル板無しおよび 2～8 mmのアクリル板を挿入した結果)
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図 4.29 事前作業で求めた変換係数X(10～40 mmのアクリル板を挿入した結果)
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表 4.4 電圧 VR から変換係数X を求めるための変換式
Frequency Equation

10 kHz X = -13.4 loge(VR) + 9.5

20 kHz X = -9.4 loge(VR) + 22.3

50 kHz X = -9.9 loge(VR) + 32.1

100 kHz X = -4.7 loge(VR) + 35.3

200 kHz X = -11.4 loge(VR) + 36.8

500 kHz X = -13.1 loge(VR) + 39.0

1 MHz X = -6.7 loge(VR) + 39.4

2 MHz X = -10.7 loge(VR) + 38.8

5 MHz X = -17.4 loge(VR) + 43.9

4.4.6 複数のオフィス環境における検証：電磁ノイズの対地電圧測定
前項で実施した事前作業で得られた結果から，伝導ノイズの対地電圧が測定できるかどうかの検
証を一般的な 3種類のオフィス環境にて行う．1つ目のオフィス環境は鉄筋コンクリート製の床の
上に厚さ 2 mmのビニール製の床材が敷かれた環境，2つ目のオフィス環境は鉄筋コンクリート製
の床の上に合わせて厚さ 15 mmの発泡剤と木製の床材が敷かれた環境，3つ目のオフィス環境は
LANケーブルや電源ケーブルを床下に配線できるよう，金属製のパネルが使われた二重床の環境
である．この環境は鉄筋コンクリート製の床から 100 mmの高さに厚さ 2 mmの鉄製のパネルが配
置され，その上にゴム製の滑り止めが付いた厚さ 7 mmの繊維製のカーペットが敷かれている．鉄
筋コンクリートの床は，鉄筋がコンクリートの表面から 30 mm下に敷設されており，グリッドの
サイズは 200 mmである．なお，鉄筋の直径は 10 mmと 13 mmである．図 4.30～図 4.32にそれぞ
れの検証環境の様子を，図 4.33に鉄筋のグリッドを示す．今回の検証では，シグナルジェネレー
タと金属製の治具は，高さ 700 mmの机の上に置かれ，治具やシグナルジェネレータの筐体は金属
パネルやコンクリートと接続しなかった．これは，実際の電磁ノイズの測定と同様の条件である．
測定の様子を図 4.34に示す．なお，図 4.34は二重床環境における測定の様子である．
まず，被験者がケーブルを握っていない状態でデバイス Aの発振回路から周波数 10 kHzから 5

MHzの正弦波を 6 Vp-p の大きさで出力し，電圧測定回路で測定される電圧 VR を測定した．さら
に，測定された電圧 VR から変換係数 X を表 4.4に示した式を用いて計算した．
次に，デバイス Aからの信号の出力を停止し，金属製の治具に接続されたシグナルジェネレー
タから周波数 10 kHzから 5 MHzの正弦波を 20 Vp-p の大きさで出力し，デバイス Bの電圧測定回
路で測定される電圧 Vm を測定した．測定された電圧 Vm に対し式 (4.1)を適用し，電磁ノイズの
対地電圧 Vn を求めた．測定された電圧 Vm と変換係数 X により補正された電圧 Vn を図 4.35に
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示す．表 4.5に示すように，ビニール製の床材上での平均測定誤差は 1.10 dB，木製の床材上での
平均測定誤差は 1.32 dB，二重床環境での平均測定誤差は 1.33 dBと，どの環境でも小さな誤差と
なった．デバイス Bの電圧測定回路で測定される電圧 Vm の大きさは，一部の周波数を除いてビ
ニール製の床材上で最も大きく，次に二重床環境，もっとも小さかったのが木製の床材上であっ
た．これは，デバイスの電極と大地間の静電容量がこの順番に大きかった事を示している．

30 mm 

Concrete
Reinforcing bar

Vinyl sheet

(2 mm)

図 4.30 ビニール製の床材が敷かれた鉄筋コンクリート環境

Wood board and foamed material

(15 mm)

図 4.31 木製の床材が敷かれた鉄筋コンクリート環境
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100 mm Steel plate

(2 mm)

Carpet tiles and rubber

(7 mm)

図 4.32 金属製のパネル状にカーペットが敷かれた環境

200 mm 

200 mm 

f 10 mm 

f 13 mm 

図 4.33 鉄筋コンクリート中の鉄筋のグリッド

91



Metal panels of raised floor

Metal jig

(Connected to ground of signal generator)

50 W termination

CableCoaxial cable
Signal generator

Table

Carpet

Device A

Subject

Device B

図 4.34 二重床環境での検証の様子
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図 4.35 デバイス Bで測定された電圧 Vm と補正された電圧 Vn

表 4.5 測定環境と平均誤差の関係

Floor type Average error

Vinyl sheet floor 1.10dB

Wooden floor 1.32 dB

Raised steel plate floor 1.33 dB

4.4.7 デバイスの配置が測定に与える影響
図 4.32に示すように，今回検証を行った環境では 200 mmおきに格子状に鉄筋が埋設されてい
る．電極とコンクリートとの間に生じる結合ではなく電極と鉄筋との間に生じる結合が支配的であ
る場合，デバイスの配置によって測定結果が影響を受ける．これはオンサイトの測定環境での測定
結果の補正に，理想環境において取得したキャリブレーションデータを利用することが不適切であ
ることを意味する．そこで，被験者が上に乗らない状態でデバイス Aを 50 mmおきに動かした場
合に，デバイス Aで測定される電圧 VR を測定する検証をビニール製および木製の床材が敷かれた
環境で行った．図 4.36にデバイス Aの配置位置を示す．デバイス Aの発振回路から正弦波を 6
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Vp-p の大きさで出力した場合に，電圧測定回路で測定される電圧 VR を表 4.6～表 4.9に示す．ど
の周波数，またどちらの床材の環境においても，デバイス Aで測定される電圧 VR は変化しなかっ
た．この結果から，デバイスの配置は測定結果に影響を与えないことが確認された．この結果は，
電極とコンクリートの間の結合が支配的な要素であることを示しているため，提案手法は鉄筋コン
クリートで床が構成される一般的なオフィス環境においても利用可能な手法であると考えられる．

#1

#2

#3

#4

#5 #9#8#7#6

200 mm

200 mm

50 mm

50 mm

図 4.36 デバイス Aの配置位置
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表 4.6 電圧 VR（10 kHz）

Position

Voltage VR

Vinyl sheet floor Wooden floor

#1 0.09 Vp-p 0.04 Vp-p

#2 0.09 Vp-p 0.04 Vp-p

#3 0.09 Vp-p 0.04 Vp-p

#4 0.09 Vp-p 0.04 Vp-p

#5 0.09 Vp-p 0.04 Vp-p

#6 0.09 Vp-p 0.04 Vp-p

#7 0.09 Vp-p 0.04 Vp-p

#8 0.09 Vp-p 0.04 Vp-p

#9 0.09 Vp-p 0.04 Vp-p
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表 4.7 電圧 VR（100 kHz）

Position

Voltage VR

Vinyl sheet floor Wooden floor

#1 0.66 Vp-p 0.29 Vp-p

#2 0.67 Vp-p 0.28 Vp-p

#3 0.67 Vp-p 0.28 Vp-p

#4 0.66 Vp-p 0.28 Vp-p

#5 0.66 Vp-p 0.29 Vp-p

#6 0.66 Vp-p 0.29 Vp-p

#7 0.66 Vp-p 0.28 Vp-p

#8 0.66 Vp-p 0.28 Vp-p

#9 0.66 Vp-p 0.28 Vp-p
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表 4.8 電圧 VR（1 MHz）

Position

Voltage VR

Vinyl sheet floor Wooden floor

#1 1.24 Vp-p 0.71 Vp-p

#2 1.23 Vp-p 0.71 Vp-p

#3 1.22 Vp-p 0.71 Vp-p

#4 1.23 Vp-p 0.70 Vp-p

#5 1.23 Vp-p 0.70 Vp-p

#6 1.22 Vp-p 0.71 Vp-p

#7 1.22 Vp-p 0.71 Vp-p

#8 1.21 Vp-p 0.71 Vp-p

#9 1.21 Vp-p 0.70 Vp-p
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表 4.9 電圧 VR（5 MHz）

Position

Voltage VR

Vinyl sheet floor Wooden floor

#1 1.01 Vp-p 0.62 Vp-p

#2 1.00 Vp-p 0.62 Vp-p

#3 1.00 Vp-p 0.62 Vp-p

#4 1.00 Vp-p 0.61 Vp-p

#5 1.00 Vp-p 0.61 Vp-p

#6 0.99 Vp-p 0.61 Vp-p

#7 0.98 Vp-p 0.62 Vp-p

#8 0.98 Vp-p 0.62 Vp-p

#9 0.98 Vp-p 0.62 Vp-p

4.4.8 握り方によるケーブルと手の間の静電容量の違いが測定に与える影響
本章で提案しているウェアラブルデバイスを用いた電磁ノイズ測定では，測定前にキャリブレー
ションを行うことで，体格などの個人差が測定に与える影響を補正している．その一方で，個々人
がケーブルを握る際の握り方によって変化する手とケーブル間の静電容量に対する補正は行ってい
ない．しっかりとケーブルを握る場合と，指をケーブルに掛けるだけの場合では，この静電容量は
大きく変化するため，本章における検証では被験者に対ししっかりケーブルを握るよう指示を行っ
た．なお，ケーブルと手の間の静電容量はケーブルと接触する手の面積と比例すると考えられるた
め，手全体でケーブルを握る場合に対し，指を 2本もしくは 3本ケーブルに掛ける場合は半分程度
の静電容量が形成されると考えられる．しかし，このような指示のもとにおいても，実際の測定に
おいてキャリブレーション時と同じ静電容量が手とケーブルの間に形成されるとは限らない．そこ
で，11人の被験者に対し，図 4.6のように腕にインピーダンスアナライザの片方のポートが接続さ
れた医療用電極を貼り付け，インピーダンスアナライザのもう片方のポートが接続されたケーブル
を握った場合の電極とケーブル間のインピーダンスの測定を実施した．この際，一人の被験者に対
し，握る手を右手，左手の 2通り，さらにケーブルの握り方を順手，逆手の 2通りとすることで，
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計 4通りの測定を行った．測定結果を表 4.10に示す．同一被験者の測定結果で，最も大きかった
差分は被験者#8，#9，#10の 4 pFであった．差分が生じる原因として，左右の手の大きさが全く
同じではないこと，測定の際の発汗状態が異なることなどの理由が考えられる．
この差分が測定に与える影響を回路解析によって評価する．図 4.37に回路解析のモデルを示す．
なお，人体のインピーダンスは手とケーブル間の静電容量に比べ十分に小さいため省略し，その他
のインピーダンスに関しては，4.2項で示した代表値もしくは検証で利用した実際の回路のイン
ピーダンスから値を見積もった．また，デバイス Aは下部電極が 2つある形状をしているが，簡単
のため 100 pFの入力インピーダンスを持ち，上部電極が被験者の足と 100 pFで，下部電極が大地
と 100 pFで結合しているモデルとした．図 4.38に手とケーブル間の静電容量を 13 pFと 17 pFと
した場合に，デバイス Bで測定される電圧圧 Vmを示す．この結果から，握り方によって最大で測
定結果に 1.8 dBの影響があることが確認された．今回の論文で目標とする測定精度は 2.5 dBのた
め，握り方による影響がで 1.8 dBという結果は比較的大きな誤差要因であるものの，許容範囲で
あると考えられる．

表 4.10 各被験者の手とケーブル間の静電容量

Hand

Subject

#1 #2 #3 #4 $5 #6 #7 #8 #9 #10 #11

Right-

Overhand
18 pF 16 pF 17 pF 14 pF 16 pF 17 pF 17 pF 17 pF 13 pF 18 pF 15 pF

Right-

Underhand
18 pF 16 pF 16 pF 16 pF 16 pF 18 pF 17 pF 19 pF 14 pF 18 pF 17 pF

Left-

Overhand
18 pF 15 pF 17 pF 15 pF 14 pF 16 pF 18 pF 15 pF 16 pF 17 pF 15 pF

Left-

Underhand
19 pF 15 pF 17 pF 16 pF 15 pF 18 pF 17 pF 18 pF 17 pF 14 pF 15 pF

10 Vp-p

50 W

Vm

200 kW/120 pF

50 W

100 pF

100 pF100 pF

100 pF

100 pF

Device A

Device B

13 pF, 17 pF

図 4.37 回路解析モデル
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図 4.38 デバイス Bで測定される電圧 Vm
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4.5 本章のまとめ
本章では靴状のウェアラブルデバイスを装着した作業者が，電磁ノイズが伝搬しているケーブル
を掴むことで，電磁ノイズの対地電圧を測定する手法を提案・検証した．
本章で提案した靴状のウェアラブルデバイスは左右で役割が異なり，片側に装着するデバイス A
はデバイスと大地間の静電容量を評価する機能を，もう片側に装着するデバイス Bは電磁ノイズ
の対地電圧を測定する機能を持つ．デバイス Bで測定される電圧 Vmは，ケーブルとケーブルを掴
む手の間に生じる静電容量や人体のインピーダンス，デバイスの電極と大地間に生じる静電容量な
どによって分圧され，実際の電磁ノイズの対地電圧 Vn よりも小さくなる．そこで，事前作業を
シールドルーム内で実施し，デバイス Aで測定される電圧 VR と実際の電磁ノイズの対地電圧 Vn

とデバイス Bで測定される電圧 Vm の比である変換係数 X を関連付けておく．この作業によって，
個人に起因する人体のインピーダンスなどによる測定への影響を補正でき，また測定環境によって
異なる値を取るデバイスと大地間の静電容量の測定に与える影響を測定現場で評価する事ができる
ようになる．
実際にウェアラブルデバイスの開発を行い，開発したデバイスを用いてデバイスを装着した作業
者の姿勢が測定結果に与える影響の評価や一般的と考えられる 3つのオフィス環境での検証を実施
した．その結果，作業者が屈んだ姿勢を取る場合には作業者と大地間に生じる静電容量の影響に
よって，測定される電圧が小さくなることが明らかになった．一方で，姿勢の測定結果に与える影
響は大きなものではなかったため，事前作業時の姿勢と測定現場での測定時の姿勢が異なっていた
場合であっても，測定結果に大きな影響を与えないことが明らかになった．さらに，一般的なオ
フィス環境と考えられるビニール製の床材や木製の床材が鉄筋コンクリートの上に敷かれた環境や
金属製のパネルを利用した二重床環境でも，1 dB程度の誤差で提案手法によって電磁ノイズの対
地電圧測定を行うことができると示された．この結果は，金属製のパネルのように導体として振舞
うことが明らかな床の状態だけでなく，コンクリートの床面も今回対象とした 10 kHzから 5 MHz
の周波数帯域において導体として振舞うことを示している．以上の検証から，提案手法によって電
磁ノイズの対地電圧を測定できることが明らかになった．
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5 結論

本研究では，通信断や通信速度の低下といった通信障害の原因となる伝導電磁ノイズの対地電圧
測定を，作業者の負担を減らし簡易に実施可能にすることを目的に，非接地の測定器を利用して測
定する手法の提案と検証を行った．第 2章および第 3章ではオシロスコープなどの既存の測定器を
非接地で利用するため，測定器のグラウンドと大地間に生じる静電容量を見積もる手法，および見
積もった静電容量を用いて非接地で測定された電圧を実際の電磁ノイズの対地電圧に補正する手法
について扱った．また第 4章では，さらに簡単な測定を実現するため，靴状のウェアラブルデバイ
スを装着した作業者が電磁ノイズの伝搬するケーブルを握ることで測定を行う手法を扱った．本研
究において目標とする測定精度は 2.5 dBであるが，各章で提案する手法によって 2.5 dB以下での
測定が可能であることが確認されたため，提案手法の有効性が示された．以下に本研究で得られた
知見，および今後の展望を述べる．
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5.1 本研究で明らかになった知見
電磁ノイズを測定する現場において非接地の測定器を利用して電磁ノイズを測定すると，測定器
のグラウンドと大地間に生じる静電容量によって測定結果が影響を受け，実際の電磁ノイズの対地
電圧よりも小さな値が測定されてしまう．そこで本論文では，2つの下部電極，1つの上部電極，
電極間が接触しないよう間に挿入されるスペーサ，上部電極と片方の下部電極間に挿入される発振
回路，および上部電極ともう片方の下部電極間に挿入される電圧測定回路を持つデバイスによっ
て，非接地の測定器のグラウンドと大地間に生じる静電容量を見積もる手法の提案を実施した．第
2章で明らかになった主な知見は以下の通りである．

•デバイスに具備された大地と並行に配置される電極同士の間および電極と大地間に生じる
静電容量を平行平板コンデンサとして捉える事で，デバイスの電圧測定回路で測定される
電圧から非接地の測定器のグラウンドに接続される導体板と大地間の静電容量を導出可能
である．

•導出した静電容量を用いて，非接地の測定器で測定された電磁ノイズの対地電圧を正しい
電磁ノイズの対地電圧に補正可能であり，静電容量によってサグが生じた矩形波の波形を
サグが生じていない矩形波に補正することも可能である．

•デバイスと大地間の距離が離れるにつれ，平行平板コンデンサモデルは成り立たなくな
り，測定誤差が大きくなる傾向がある．

第 2章で提案した手法は，デバイスの電極間や，電極と大地間に生じる静電容量を平行平板コン
デンサとして扱うことで，非接地の測定器のグラウンドに接続された導体板と大地間の静電容量を
見積もる手法であった．この手法はデバイスが大地面と離れていくにつれて，平行平板コンデンサ
モデルが成り立たなくなり，測定精度が劣化する．そこで第 3章では，事前のキャリブレーション
作業によって，デバイスで測定される電圧と非接地の測定器のグラウンドと大地間の静電容量を関
係付ける手法の提案を実施した．また，電磁界解析を利用し上部電極と下部電極間に挿入するス
ペーサの材質が測定に与える影響について検証した．第 3章で明らかになった主な知見は以下の通
りである．

•第 2章で提案した電極や大地が構成する静電容量を平行平板コンデンサモデルとして扱う
手法は，大地との距離が離れるに従って導出される静電容量が小さくなる定性的な傾向を
正しく評価可能である．一方で，導出される静電容量の値は不正確となる場合もある．

•デバイスで測定された電圧と非接地の測定器のグラウンドと大地間に生じる静電容量を関
係づける近似式を事前作業で求めておくことで，測定現場における測定器のグラウンドと
大地間の静電容量の導出が可能であり，非接地の測定器で測定された電磁ノイズの対地電
圧を正しく補正することができる．

•デバイスの上部電極と下部電極間に挿入されるスペーサは比誘電率が小さいほど測定され
る電圧が大きくなるため，S/N比の観点から有利となる．　

•シールドルームのような大地面が大きな抵抗を持たない理想的な環境だけではなく，一般
的なオフィスで採用される二重床の環境でも提案手法が有効である．
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さらに，作業者が簡易に電磁ノイズの対地電圧測定が可能となるよう，第 4章ではウェアラブル
デバイスを装着した作業者が電磁ノイズが伝搬しているケーブルを握ることで，電磁ノイズの対地
電圧を測定する手法の提案を行った．ウェアラブルデバイスは左右で役割が異なり，片方はデバイ
スと大地の間に生じる静電容量を評価するためのデバイス A，もう片方は電磁ノイズの対地電圧を
測定するためのデバイス Bである．デバイス Bで測定される電圧は，デバイスと大地間に生じる
静電容量だけではなく作業者の手とケーブル間に生じる静電容量や人体のインピーダンスなどに
よって分圧され小さくなる．そのため，第 2章，第 3章で行ったようにデバイス Bと大地間の静電
容量を見積もるだけでは，測定された電圧を補正することはできない．そこで事前作業によって，
これらの要素が測定結果に与える影響を変換係数X として求め，この変換係数X とデバイス Aで
測定される電圧を関連付ける事で測定現場における変換係数 X を求める手法を提案した．第 4章
で明らかになった主な知見は以下の通りである．

•デバイス Aで測定される電圧と変換係数数 X の関係を対数近似として扱うことで，より
正確な測定が可能である．

•作業者の姿勢が測定結果に与える影響は 1.2 dB程度と小さいため，事前作業と実際の測
定時の姿勢が異なっても測定を行うことが可能である．

•シールドルームの内部のような大地面が大きな抵抗を持たない理想的な環境および金属製
のパネルの上にカーペットが敷かれた二重床環境だけでなく，鉄筋コンクリート製の床の
上に木製やビニール製の床材が敷かれている環境においても提案手法が適用可能である．

以上の本論文で得られた知見は，通信障害が発生し電磁ノイズを測定する環境において，作業者
が測定器を接地する作業を省略し簡易に測定を実施する際に役立つ知見である．
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5.2 今後の展望
本研究によって，通信障害の原因となる電磁ノイズの対地電圧測定をこれまでよりも簡易に実施
可能にする見通しが立った．障害が発生していることはわかるものの，その原因を探ることが難し
い電磁ノイズ起因のトラブルは解決に時間がかかる場合も多い．より簡易な測定の実現は保守作業
者の負担を軽減するだけでなく，ユーザの満足度を向上する事に繋がる．今後，労働力人口が減少
していく日本において，保守作業の効率化はより一層重要なキーワードとなると考えられ，本研究
で得られた知見を活かした測定の簡易化もその一助になると考えられる．
今後，本研究で扱った測定手法を実用化する事を考える場合，提案したデバイスの実用に即した
改良が必要になると考えられる．第 2章，第 3章で提案した測定器のグラウンドと大地間の静電容
量を導出するためのデバイスは，利便性の観点からはより小型，軽量であることが求められる．一
方でデバイスに具備された電極と大地間の静電容量を信号の経路として利用する性質上，ある程度
の電極サイズがないと，床材などの誘電体に厚みがある場合に，正しい測定ができなくなってしま
うことが予想される．このような場合に，正しく測定することができない事を測定器から作業者に
知らせる機能が必要となる．この機能を実装するためには提案したデバイスで測定される電圧 VR

に対して閾値を設け，閾値を下回った場合に測定不能である事を表示する方法が考えられる．
また第 4章で提案したウェアラブルデバイスに関して，作業者の靴に実装するためには耐久性を
考慮した設計や省電力化が必要となる．さらに，電磁ノイズの対地電圧を表示するだけでなくノイ
ズ源となっている装置の予測などを行う機能のように，より作業者が簡易に障害対応できるように
なる研究・開発が必要となると考えられる．
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